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経済学研究第31巻第2号

米国原油・ガス探査・開発・生産会社の

会計・原価計算基準

早川

一序

二 SFAS No. 19設定までの経過

1. FASBの DiscussionMe凶orandumに対する公聴会まで

2. FASBの ExposureDraftまで

3. SFAS No. 19の発表まで

三 FC法対 SE法論争と SECの豹変

1. SE法支持論=FC法批判論

2. FC法支持論=SE法批判論

3. SE法統一化による競争経済影響論争

四 SECの RRA法

1. 3-18 (k) (5)原油・ガス確認埋蔵見積量の開示

2. 3-18 (k) (6)原油・ガス確認埋蔵量見積生定高による

将来純収益の開示

3. 3-18 (k)(7)原油・ガス生産活動要約表及び 3-18(k) (8) 

見積将来純収益現在価値変更要約表の結合要約表

4. RRA法の展望
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豊

我が国の経済は第1次オイルショ y グを契機に高度成長経済から安定低成

長経済に移行している。 1973年 12月に OPECが第4次中東戦争に端を発

した原油の一挙4倍値上げ実施を行って第1次オイルショックが発生した。

第1図で明らかのように当時の原油公示価格が1バーレル3ドソレで、あったも

のが 11.6 ト、ルに急騰したのであった。その後，イラン草命まで 12~3 ドルで
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第1図 OPEC基準原油(アラビアンライト〕価格の推移
('75.10 以前は公示価格，単位はドル/ノミレル〉
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出所:朝日新聞， 1980年12月17日朝刊

安定していたが， 1979年2月のイラン革命を契機に OPEC基準原油価格は

OPEC第四回総会で基準原油価格が32ドル

にまで達している。イラン革命を引金とした原油価格引上げは第2次オイノレ

ショックといわれている。

急騰を続け， 1980年12月の

きわめて重石油の調達と調達価格の変動が各国の経済運営上，かくして，

総大な関心事となっている。米国では，第1次石油ショックを教訓として，

合エネルギ一政策法としての EPCA(Energy Policy and Conservation Act，エ

この法律はが1975年12月22日に成立している。ネノレギ一政策・節約法の略〕

エネノレギー消費の効率化，戦略米国内のエネルギーの供給増をはかる一方，

及び段階的な原油価格の引上げ， 及び信頼のおける原油・ガス生国家備蓄，

それを収集して信頼できる

エネルギーデータベースを確立しようとしたものであった。 EPCA成立時の

産会社の財務諸表及び附属明細書の作成を命じ，

(Federal Energy Ad-FEA 1975年当時ではエネルギーデータの管轄機関は

ministration，連邦エネルギー庁の略〕及び FPC(Federal Power Commission，連邦

Carter大統領のもと動力委員会の略〉であった。その後， 1977年10月には

で設立されたエネノレギー省 (Departmentof Energy)にそれらの全権が移譲さ

れている九
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勢 EPCAが制定された当時は FEAが国産原油の価格統制，戦略石油備蓄などにつ

いての行政権限を有し， FPCが州際天然ガス・パイプラインの認可権ならびに州

際販売の天然ガス価格の規制権，電力価格の規制権等を有していた。その後，エネ

ルギー省法案が1977年8月4日に Carter大統領のサインのもとに発効したが，

正式にエネルギー省として発足したのは1977年10月1日のことである。日本エネ

ノレギー経済研究所，石油英和辞典， 1979， pp. 143-144，200-201， Statute at Large， 

Vol. 91， pp. 565-613 (PubJic Law 95-91-Aug. 4， 1977). 

第1次オイルシ a'Yク当時はもちろん， EPCA成立当時でさえ，原油・ガ

ス生産会社の会計・原価計算方法は根本的に異なる処理を平然と許容した

ままの財務諸表となっていたが，それでも公認会計士監査はどちらの方法

でも正当な処理であるとしづ監査証明を与えていた。 SEC(Securities and 

Exchange Commission，証券取引委員会の略〉 もこうした慣行を許容した結果，

連邦政府諸機関のデータベースの信頼性に疑問が持たれていた。すなわち，

J. S. Chalsty氏によると「連邦議員たちは首尾一貫した，有意義な石油産業

のデータ入手ができないとされていることに以前から不満をもっていた」と

いう。こうした問題は原油・ガス生産会社の会計・原価計算基準の整備がな

いことが原因であり， EPCAの中に信頼できるエネノレギーデータベースを作

るべく会計・原価計算基準を統一する必要を痛感し，活躍したのが JohnE. 

Moss下院議員であった。 Moss議員は米国情報自由法 (Freedomof Infor-

mation Act)制定の父とされており，また， EPCA第 503条の生みの親とさ

れている。同法第503条は SECが 1977年 12月22日までに原油・ガス生

産会社の会計・原価計算基準を設立するか，もしくは従来のように SECが

FASBの基準を追認しようとすれば， 2年間の世論の調査の後， すなわち

1979年 12月22日までに SEC規則としての会計・原価計算基準を発表しな

ければならない規定である。

SEC が民間で設立された会計基準に依存しようとし寸姿勢は古く， 1938 

年からである。 1938年4月25日付の SECAccounting Series Release (以

下， ASRと略す)No.4 r財務諸表における行政措置」と題する通牒の全文は

次のようになっている。
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rSECは財務諸表に関する行政措置について本日次のような声明を出した。

W1933年証券法もしくは1934年証券取引法の法律及び行政規則に基づいて，SECに

提出される財務諸表が何ら権威筋の実質的な支持がない (nosubstantial author出 tive

support)会計原則に従って作成されている場合には，その財務諸表は関係事項が重要

性のあるものとすれば，会計士の〔監査〕証明書の中や財務諸表の脚注の中で開示さ

れていたとしても誤導もしくは不正確であると考えられるであろう。 SECと届出人

との聞で従うべき適切な会計原則について意見の相違がある場合には，関係事項が届

出入に用いられた実務について権威筋の実質的支持があり，かつSECの立場がSEC

の法律，行政規則，その他 SECの ChiefAccountantの公式通牒で以前に表明さ

れていない時のみ，開示は財務諸表それ自身の是正をしなくても認められるであろ

う。JlJ(傍点は著者〉

この通牒によると権威筋の実質的支持があるか否かが財務諸表の適正性に

かかわってくる。 SEC 自身が「特定の会計原則及び方法を採択する広範

な権限を行使するかわりに， まず第1に， すでに実質的な慣行 (substantive

precedent) となっている原則一一民間部門で一般に認められた会計原則一一ー

を大部分認める行動をとった」と 1978年 8月31日付の AccountingSeries 

Release No. 253 で再確認している。 ASRNo. 4が出された1938年 4月

25日には強力な民間団体として AIA(American Institute of Accountants)が

あったものも，民間の会計・原価計算基準の整備と権威づけのための公式機

闘が出来て・いなかった。同年の暮れに AIAの一機関， CAP (Committee on 

Accounting Procedure)が設立され， その機能を 1959年まで果している。こ

の間， CAPは51イ聞の AccountingResearch Bulletinを公けにし，それら

を SECが追認してきたのである。その後， APB (Accounting Principles Board) 

が 1959年から 1972年までの 13年間， 民間の会計・原価計算基準設定の権

威ある機関として SECは対処してきた。 1973年からは FASB (Financial 

Accounting Standards Board)がその任に当っているが， FASBが設立される

や SECはすぐさま FASBの全面的支援を行っている。すなわち， 1973年

12月20日付の ASRNo. 150によると，

「この政策の目的のため， FASB による Statementsや Interpretationsの中で規

定された原則，基準及び実務勺土， SECによって権威筋の実質的支持があるものと見
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倣され，また，これらの FASBの規定にさからうものはこうした支持がないものと

考えられるであろう。

務 rAICPAのCAPのAccountingResearch Bulletins (会計調査公報〕及びAICPA

の APBの OpinionsはFASBによる一つもしくはそれ以上の Statementsに

より変更，訂正，追加補足，取消し，取替えられた部分を除いて問ーの権威をも
13) 

って効力を発し続けているものと考えられるべきである。J(傍点は著者)

この SEC通達により SECは民間団体である FASB，APB，及び CAP

の会計・原価計算基準に実質上依存していることが明白となっている。しか

し， SECは 1973年に設立された FASBに会計・原価計算基準設定権限を

全面的に移譲したわけではない。その最終権限を証券諸法にのっとり SEC

が留保し， FASBの活動を援助しながらその会計・原価計算基準を追認して

いくとし、う相互依存関係を維持しようとしてきたのが現状であった。

ところが原油・ガス生産会社の会計・原価計算基準については FASBの

試案の段階までは SECが追認してきたのであるが， FASBの最終基準に対

しては SECが不満を示し，それを追認せず，新たに独自の行政規則を発表

してしまったのである。この行政規則は SECRegulation S-X 3-18の『連

邦証券諸法及び EPCAに基づいた原油・ガス生産活動のための財務会計と

財務報告』であり，その行政規則に関する通牒 ASRNo. 253 (1978年8月31

日付〕で IEPCAの規定は……SECの FASBに対する伝統的関係を変更し

た」と SEC白から述べている。

そこで，次に FASBの最終基準に至るまでの研究方法が充分かつ公平で

あったのか， SECが何故 FASB の最終基準を追認しなかったのか， SEC 

は新たにどのような会計方法を開発しようとしているのか， SEC の否認に

より FASBはどのような態度をとったのかを見ていくことにしよう。

1)朝日新聞， 1980年 12月17日朝刊。

2)日本エネルギー経済研究所，The Petroleum Dictionray， 1979， pp. 186-187. 

3) Energy Policy and Conservation Act， Sec. 503-Sec. Accounting Practic巴

(Pub. L. 94-163， Title V， Sec. 503， Dec. 22， 1975， United States Code Anno. 

tated， Vol. 42， 1977， pp. 6383-6384). 

4) John S. Chalsty (managing director， Donaldson， Lufkin & Jenrett Securities 
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Corpふ“StormBrewing Over Oil Accounts，" The H-all Street J~ournal， 

February 22， 1978， p. 18. 

5)朝日新聞情報公開取材班， r関かれた政府をー第1部 米国からの報告7J，朝日新
聞， 1980年7月30日朝刊。

6) John E. Moss氏が EPCA第503条の生みの親といわれている。 FASB，“Section

141 of H. R. 4018， the Haskell Amendment， November 15， 1977，" FASB 

Public Record， 1978-V 01. 1， p・66.

7) SEC規則のうちで，会計上重要なものは RegulationS-XとRegulationS-K で

ある。これらは Codeof Federal Regulationsという行政規則集に編纂されてい

る。 RegulationS-X とは SECの RegulationPart 210の略称であり，その表

題は“Formand Content of Financial Statements， Securities Act of 1933， 

Securities Exhange Act of 1934， Public Utility Holding Company Act of 

1935， Investment Company Act of 1940， and Energy Policy arid Conservation 

Act of 1977"となっている。また， Regulation S-Kとは， SECの Regulation

Part 229の略称であり，その表題は“StandardInstructions for Fi1ing Forms 

under Securities Act of 1933 and Securities Exchange Act of 1934"となって

いる。原油・ガス生産会社の会計・原価計算基準は EPCAの法律下にある Regu-

lation S-Xが直接関係するが，従来どおり SECへ届出義務のある会社は Regu-

lation S-Kの細則に従わねばならないことになっている。

8) SECの ChiefAccountantの職務はK.F. Skousen氏によると，次の通りであ

る。 rChiefAccountantの目的は SECが求めていあ開示の規定に関する会計基

準及び監査基準を向上させることである。 SECは会計原則を作成する法的権限を

与えられており， Chief Accountantが主たる責任を負っている。彼は会計諸問題

に関する行政政策の作成を指示し，会計上のノレール及び行政規則の作成を指示す

る。 ChiefAccountantはまた AICPA， FASB，及び会計原則作成に従事している

他の団体の代表者たちと接触を維持している。JK. Fred Skosen， An Introduction 

to the SEC， South-Western Publishing Co.， 1976， p. 14. 

9) Accounting Series Release No. 4 (Accounting Series Releases and Staff 

Accounting Bulletins， as 01 July 6， 1978， Commerce Clearing Hous巴J Inc.， 

1978， p. 2023). 

10) Securities Act Release No. 5966 (Accounting Series Release No. 253)， August 

31 1978 (Federal Register， September 12， 1978， p. 40690). 

11) Robert Chatov， Corporate Financial Rejうorting，The Free Press， 1975， p. 

133. 

12) Ibid.， p. 197. 

13) Accounting Series Release No. 150 (Accounting Series Releases and …， pp. 
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3271-3272). 

14) Rule of Securities and Exchange Commission…Sec. 210. 3-18 (Regulation 

S-X 3-・18)(Code 01 Federal Regulations， as 01 April 1， 1980， Title 17， 
USGPO， pp. 376-395). 

15) Federal Register， September 12， 1978， p. 40691. 

16)わが留における研究として次が挙げられるo高王子主主男， Iぷネノレギー危機と石泌・天

然ガス余計の政治問題化J，会計， 1980若手9月号， pp. 85-105. 

二 SFAS No. 19設定までの経過

1. FASBのDiseussionMemorandom [こ対する公聴会まで

1973年 12月からの第l次石油ショッグ以前から原油・ガス生産会社の会

.京縦計算方法について幾多の研究が発表されている Oその代表例が 1964

AICPAが BigEight会計事務所のうちで最大の E羽田 Wat邑rhous在

& Co.のパートナー る Rob号rtE. Field氏に龍王室依頼し， 1969年にま

とめあげられた AICPAの ARS(Accounting Research Seri品会計鈎査研究シ

ジ…ズの語審)No. 11 Ii採掘産業における財務報告』であった。これは FC法

(Full Costing Method，全幸喜劇部t去の絡〕を排除し， SE法府uccessfulE気orts

Method，成功部分燦価法の機〉を採択し，そのもとで補足的情報として壊裁量を

髄類な付さず数景のみで表示しようとする勧告繋ーであったのその後，AICPA，

FASB及び SECがこの方面の積極的な研究会f行っているが， 1978年8，R末

に SECの ASRNo‘253が発表される支では Field氏と間一線との思考形

態であった。

AICPAは Field氏の調遊依頼のほか，当時の民需の会計 e譲価計算基機

設定の責接関 (AICPAので務機関〉である APBにもこの方市の露査研究

を指示している。これにより APBが 1968年に「採掘産業饗員会Jを設認

さそを， Field氏の調査研究警に反志し， 1970年に APB は問委長司会に， (1) 

ARSNo.泣くFieldR却ort)の諸勧告の分析， (2)採掘業におけるさまざまな

会計実務を縮小する試みれ大とで〉適切な会計実務の決定という

出している。
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!潟委員会は1971年から 1973年にかけて3つの報告書を提出しているO 一
つはよ認の APBの指令に議づいて 1971 8月四日付に発表さ

f慈油・ガス産業の探査， 開発亙び生産活動のコストセンター』であった。

この報告書は「コストセンタ一時題に結びついた問題が FC法対 SE

の中心であるという考えのもとで適切なコストセンターの決定のみを取扱っ

ている iものである。こ しAPBはコストセンターのみに限定

していることに不満を掠き， より広範に次の諸問贈を取り扱っ 作

成さと指示している。すなわち， (1)コストセンターの決定， (均発見前と

後の罫価の算定多 (3)資産化怒れた原価の処理，及び (4)補足的情報の調訴

について Cめつ

上記指令に基づいて問委員会は1971王子10月22日に2番目の

油産業における会員十及び報告実務3を公げにしている。 SFAS No. 19 (FASB 

の FinancialAccounting Stanぬrdの Stat邑mentNo. 19の絡〉は "'" 正ヨ

を次のように述べている。

f各治問〈珪eld)をコストセンターとして採燃し，原治・ガス漣蔵王量fこEま接関係した

すべての発見前及び発見後の長室織な資産化し，探護主弁が綴事B空空t戸であるとされて

も，後になって〉笠井戸で、ないことがわかったとき，その原繍さと資E主化原簡に復活さぜ

る勧告念行った。J

採掘産業さ委員会の答申に基づいて APBは1971年11月22日と 23Bに公

聴会を開いている。そこで FC法ならびに SE法支持者から次のような批

轄を受けている。 FC法支持者からは， r各池沼をコストセンターとして採

用すればJ実質上 FC法という考えな禁止することになるj とし，SE法支持

者からは， r開発弁の空井戸の資産化と後になってき長井戸でないことがわか
った探鉱労ニの指宿弁戸譲価の資産復活化といったさまざまの勧告jに対して

であった。

こうした公聴会の意見を深部して問委員会は繍班活動を続け 1年半の研

究の宋， 1973年6月31悶付で第3番践の報告護「原油・ガス

び報告さ怒務」と題する報告警察宅どまとめている。 この報告書は1973年7}'J1
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日千 APBの機能が FASBに移譲されて後も 尊重されていくのである。

そして FASB誕生後約半年で第1次石治シ浅ツグを迎えるのである。

第1次石油シ a'JI グは 1973年末に揺り， FASBは未だ採鎧産業の会計・

察部計算及び報告開題を中心議題としていなかった。しかし，お治シ g ッグ

は OPECの原総公示価格の急騰で原油・ 3ゲス産業の活動及びその情報につ

いて連邦議会及び大衆に大きな簡心となって現われ，エネノレギ一行政が見Bま

されることになった。連邦議員たちはこ乙ネノレギ一行政に対する情報不足と不

正殺さに不満な示し，原油・ガス生雄会社の信頼性のある，より包括的な会

計情報を求める法案が閉されることになった。こうした法案に対処するため

法案通過の約節目前の工975年間月 3日に FASBは f採掘産業における財

務会計及び財務報告jのテー?を中心議題とすえたのである。

連邦法が原油 e ガス生E友会社の会計・車{必計算基準を2年内， もしくは

SEC が世論を額く必要があれば4年内に ょと した法律は序の所

で述べた EPCA第503条である。これは 1975年 12Jj 22日に発効したので

ある。 この法律の要求によりゑ拠， 213後の 12見斜日に FASBは採掘立を

業に関する 18人からなる TaskForce (Task Forcefor Extractive lndustries 

Project)が設置された。

同 TaskForce 11 採掘産業の財務会計及び財務報告に鑓ずる討議室資

3ド?とし、う関係機関に対する質問状作りが主たる任務であった。間てraskForce

は NorthTe玄as州立大学教授 Horac企R.Brock氏ら学識経験者のほか，

原油・ 3ゲス 石油探査zンジニアヘその他の採掘産業， Big Eight 

とする会計事務所及び証券引受業界からの構成員からなっ

ている O そして，次の政府機関もオブザーパーとして参加していた。それら

は (1)CASB (Cost Accounti時 Standard器 Boar心， (2) FEA， (3) SEC， (4)下

読州際・ (5) GAO (Government Accounting 

Office，会計検妥雲院〉であった。

FASBより早く EPCAに迅速に対応して実行に移したのが SECであっ

たっすなわち!1976年6月訪日付て?公けにされたSECRelease No.33-5707 
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(1933年証券さまに関する SECの遜諜第5707号の賂，以下符じ〉で， 12J:1 25日

以務会計年度のSEC提出用脂出番(RegistrationStatement)，代議委任警(proxy

statement)，及び 10-K

を要する」と
13) 

している。

おいて -コゲス壊蔵量まに揺する

FASBの TaskForceは設費の丁度1年後の 1976年四月 23日付で f採

掘産業の財務会計及び財務報告に関する FASB Discussion Memorandumjj 

を公げにしている。問 Ta器kForceはこの間，最近の文献 (1968年以翼手)84 

譲，ぞれ以前の文献15編を渉猟している。

FASBの DMに対し袈年3月末から4月初めにかけて4日間の公聴会が

持たれることになるが， DMの質問状に対して応答してきたのが140通，

約2600ページに及んでいるoこれをすべて競んでみると， 会社の規模の違

い，古い会社と新しい会社，積極的に探査諮動主としている会社とそうでない

会社，会計事務所の意見の対立，銀行及び証券引受業界，学会及び、実業鵠体

の意見の対立がまざまざと知ることができ，非常に興味深し、。後のところマ

業たるものを諮介していくつもりであるO

FASBのDMの会議会も活発な議論があり， 39人が証言に立ち，約1000

ページにわたる議事録&なっている。その中心言葉題は次の5つに整理でき

る。

(1) 療治・ガス産業の潜入， 開発及び集室主活動の性格。

(2) FC法， SE法，発見価値会計法及びカレント価値会許法の特徴と

し、。

(3) 埋蔵裁の定義と認定。

(の 埋蔵盆の{術額計算。

(5) 鉱物資掠契約。

この会聴会の3カ月半後に FASBの基準試案が出来上るのである。これ

を次に見ることにしよう。

2.FASBの Expo自ureDraft まで

1976年12月2313に FASBの DMが会けにさFれ， 3廷から 4月に
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SE FASBの FC法排除，かけてその公聴会を聞いて FASBはその整理と，

FASBは公聴会法の統一的採用という APB時代からの路線を補足すベく，

これは TaskForceの委員長 Brock教授後，独自の研究に乗り出している。

と Columbia大学教授 CarlNelson氏を中心として進められた FASBStaff 

これは 1977年4

同年8月にまとめあげられた報告書で月20日付でアンケートが送付され，

ある。このアンケート調査は FASBのDMに対して応答してこなかったも

によるインタビュープロジェグトと称されるものである。

その公聴会に出席しなかった中立的なもの 30社を対象に実施したものと，

4ネ土はインタビューのスケジュ

ーノレに合わせられないという理由で回答を得ていなし、。残り 24社の業種内

このうち2社は拒否され，のであるという。

訳とその意見分布は第1表の通りであった。

第1表に示した質問項目のほか 16項目にわたるインタビムー調査結果に

対して次のような結論を見い出している。

FASB Sta妊によるインタピュー調査

部
他
家

託
の
資

信
そ
投

の
び
関

行
及
機

銀
門
の

第1表

ヰ
』=--u 

5

9
一
4

1
ょ

一

q
L

4 

6 

3 

10 

信用格
付け業

1 

1 

1 

4 

1 

5 

2 

1 

l 

1 

銀行の貸
付責任者

5 

8 

3 

4 

1 

2 

証券業界

New York， Boston 7 

Texas州Dallas，Houston， Midland 3 

合計 10 

どの会計方法が望ましいか。

1. SE法

2. FC法

3. 大企業もしくは成熟企業
にSE法，中小企業もし
くは新設企業にFC法

わからない

回答なし

」、
口

1 

3 

1 

5 4. 

1 

24 1 5 

1 

8 10 

5. 

計

出所 FASBStaff Report on Interview Project for Financial Accounting 
and Reporting by Oil and Gas Producing Companies， August 1977， 
p. 140 and Exhibid C， reprinted in FASB Public Record， 1978-Volume 
1， p. 140， 165. 
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1(1)大多数は会計方法及びその変更，それに関連した帳簿上の利益の影響は投資も
しくは貸付の決定に重要でなく，あったとしても比較的小さな意味しか持っていなか

った。多数の被インタピュー者の意思決定の中心要素は彼ら自身の原油・ガス埋蔵量

及びその他の資産の評価である。その他の一部は純利益よりキャッシュフローに大き

く依存しており，他の一部のものは純利益を査定するときに会計方法の変更を考慮に

入れている。しかしながら，少数の被インタビュー者は会計方法の変更による純利益

低下が特に専門家でない株式投資家に恐らく影響を与え，短期的にそうした会社の株

価を引き下げるであろうと考えている。

(2)殆んどすべての被インタビュー者は原油・ガス埋蔵量の数量情報が原油・ガス

生産会社の財務諸表の理解にとって重要であるという見地である。他方，地下埋蔵量

に対する価額の経営者による開示は殆んど望んでいなかった。というのは，殆んどす

べての被インタピュー者は特定の情況下で一番自己のニース、に合っている手法に基づ

いて自分自身の見積価額を勝手に計算しているからである。」

上記 FASBSta妊によるインタピュー調査は SE法に統一しようとする

APB時代からの遺産をうけつぎ， FASB Sta妊の実証的研究においても，上

記結論にあるように FC法から SE.法に変更しでも過半数以上の企業及び

関係者が投資もしくは貸付の決定に影響しないと理論強化を図っている。

こうした理論強化の研究がなされ， FASB DMの公聴会の3カ月半後の

1977年7月15日に FASBは採掘産業のうち緊急、テーマである原油・ガス

生産会社のみに限定した試案『原油・ガス生産会社の財務会計及び財務報

告』を公けにしている。これに対する FASBへのコメントは199通，計1051

ページに及んでいる。 これは一応同年9月22日までのコメント期間となっ

ているが，それ以降でも実際は受理されている。

3. SFAS No. 19の発表まで

FASBの試案から 1977年12月5日付 FASNo. 19の発表までは大別し

て次の二つを見落とすわけにはいかなL、。一つは FASBの試案の競争経済

への影響に関する実証研究が FASBSta妊により行われ，自己の補強材料と

して利用したこと，二つめは FASBの最終基準が試案どおりになることに

対する学会，民間及び政府諸機関の論争である。第2番目については節を改

めて分析することにしよう。
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(イ) Dyckman及び Smith氏の実証研究

FASBは自己の路線が公平かつ正当で、あることを実証しようとして，当時

Cornell大学の教授と博士課程の院生に FASB試案の株価への影響を分析

させた。それは ThomasR. Dyckman教授と AbbieJ. Smith とL、う院生

で、あった。両氏は二種類の統計的分析を行っている;

一つは FASBSta任により選出された71社のうち9社は充分な株価情報

が得られないとして除去している。残り 62社には原油・ガス一貫操業の大

企業が除かれている。 62社から無作為に SE法会社22社， FC法会社22社

を選定し，さらに危険度を二段階に区分し， 44社を均等に4つのブロックに

あてはめて統計的調査を行っている。彼らは FASB試案が出版された 1977

年7月15日を基点に前後各11週の配当権利落ちを加味した株価変動を分析

している。彼らは， iFASB試案の出版による影響をテストしているが，有

効な市場はあらゆる公けに利用できる情報を織込んでいる。したがって，

我々のテストは FASB試案のみならず，テスト期間中に市場に入ってくる

あらゆる情報に影響される」と自ら実証研究の限界を認めているが， FASB 

はこの研究が次のことを見いだしたとしている。

「その研究では FASB試案の出版がSE法会社の株価と比較して， FC法会社の株

価に影響させたという統計上の数値を見つけ出さなかった。しかし， FASB試案出版

の前後各一週間， FC法会社にある程度影響が見られるが，市場はすぐに調整され，
2" 永続的もしくは長引くとL、う証拠は見つからなかった。」

Dyckman及び Smith氏の第1実証研究は FASBがFC法会社に SE法

へ変更命令を出しでも株価での混乱は前後各一週間程度という軽徴であると

いう論理的基盤が得られたことになる。

彼らの第2実証研究は前同様 FASBSta妊により選定された71社から New

York証券取引所， American証券取引所，庖頭市場の 51社(一貫操業大企業

を除き， Pacific及び Toronto証券取引所の会社を除き，さらに充分な株価情報のない

会社を除く〕を選び出している。これらの会社は収益の大部分を原油・ガス探

査・生産に関係しているものをサソフ。ルAとして取り扱っている。サンフ。ノレ
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Bは収益に対する前提を取り外す一方， 10億ドル総収益以下の会社に限定し

た113社を対象に統計的分析を行おうとするものである。第2実証研究は

FASB試案出版後9週間と，出版前の 1年4カ月から 1年間の配当権利落ち

を加味した株価変動を SE法会社， FC法会社にグ、ノレーピングして分析して

いる。

その結果，サンフ。ノレ Aでは，彼らによると rFASB試案の出版が SE法

会社の株価に比較して， FC会社の株価に悪い影響を持つという結論は得ら

れなかった。」としている。

サンブ。ル B では， rSE法会社全体では， SE法会社より相対的に大きな

株価下落を経験したのにもかかわらず，これは有意な差でなL、。 したがっ

て，我々は FASB試案の出版が SE法会社よりも FC法会社に相対的に悪

い影響を有したとし、う結論は得られなかった。」としている。

このように彼らの第1及び第2実証研究は SE法への移行が株価に悪影響

をもたらさないとし寸結論に達していることから， FASBが SE法統ーに

向かつて突き進むのに格好の補強材料となっているのである。

(ロ) FASB Sta妊による電話インタピュー

FASB試案出版後， Big Eight会計事務所の中からも，原油・ガス生産会

社，証券引受業界，さらに連邦議員の中からも反対論がまき起り， FASBは

試案をそのまま最終基準にもってし、くため，独自の補強材料が必要であっ

た。その代表例が上記のように FASBの依頼による Dyckman氏らによる

実証研究であり，さらに露骨になりふりかまわぬ一方的な調査を出したのが

FASBの電話インタビューであった。

FASB自身この調査を有力な補強材料として紹介しているが，実はこの調

査は始めから SE法を選択している会社に SE法でよいかを尋ねたもので
28) 

あるから答えはわかっているのも同様である。この調査は APB時代に採掘

産業委員会の委員長であった HoraceR. Brock教授の指導のもとに原油・

ガス生産会社の上場及び庖頭市場の会社で，売上規模 100 万~4.41 億ドルの

会社で， SE法を採用している会社に対する電話による調査であった。質問
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項目 4つのみで，各社の調査結果が・覧表となって発表されている。これを

SFAS No. 19は次のようにまとめている。

「調査されたどの会社の代表者も， SE法の使用が資本募集能力を阻害しなかったと

述べている。 4人2Fが SE法の継続的使用が将来の資本募集能力に影響するか否か
に不安を抱いている。」

この結論は， FASB Sta妊が調査対象者として SE法を以前から採用して

いる会社のみに限定しているから，その対象者は以前に資本募集能力に問題

がなかったのは当然のことである。こうした調査までして FASB試案を最

終基準に引き上げようとしたのであった。

電話インタビューが行われた 1カ月後の 1977年 12月5日には FASBの

最終基準， SFAS No. 19が出版されることになる。

1) Statement of Financial Accounting Standards (SFAS) No. 19 -Financial 

Accounting and Reporting by Oil and Gas Producing Companies， December 5， 

1977 para. 66 (Financial Accounting Standards Board (F ASB)， Financial Ac-

counting Standards， Original Pronouncement， as 01 Juか， 1979， Commerce 

Clearing House， Inc.， 1979， p. 1019.) 

2) Robert E. Fi巴ld，Financial Reporting in the Extractive lndustries， Ac-

counting Research Study， No. 11 of AICP A， 1969， xiv， 185 p. F ASBとSEC

は SE法と FC法とに用語を統ーしているが，同じ計算方法を論者によりさまざ

まに表現している。 SE法のことを ArthurAndersen & Co.は1971年には Ex-
pensing Method (即時費用化法)とL、っている。 FASB Discussion Memorandum 

に対する 1977年のコメントレターによると， J ohn S. Chalsty氏 (managingdi-

rector， Donaldson， Lufkin & Jenrette Securities Corporation)は CurrentEx-

pensing Accounting (即時費用化会計)といっている。学術論文においてはRobert

E. Eskew氏 (assistantprofessor of Accounting at the University of Iowa) 

は FieldCosting (油田別原価計算〉といい， D. H. PatzとJ.R. Boatsman氏

(doctoral candidates， University of Texas， Austin)は SuccessfulWell Ac-

counting (成功油井会計〉とL、っている。また， Eskew氏は SE法と FC法をも

って製造業における「棚卸資産の直接原価計算 (DirectCosting)と全部原価計算

(Absorption Costing)と同じ効果を持つようにみえる」としている。ArthurAnder-

sen & Co.， Belore the Committee on Extractive lndustries 01 the Accounti舟g

Pri却ciplesBoard， For Presentation at Public Hearing on November 22-23， 

1971， p. 3， John S. Chalsty， 
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FASB Public Record， 1977-Vol. 7， p. 1388， Robert E. Eskew，“An Exami-

nation of the Association between Accounting and Share Price Data in the 

Extractive Petroleum Industry，" The Accounting Revie叫ん April 1975， p. 316， 

and D巴nnisH. Pats and J. R. Boatsman，“Accounting Principle Formulation 

in an E伍cientMarkets Environment，" Journal of Accounting Research， 

Autumn， p. 393. 

3) SFAS No. 19， para. 67 (FASB， op. cit.， p. 1019). 

4) SFAS No. 19， para. 67 (FASB， op. cit.， p. 1019). 

5) SFAS No. 19， para. 68 (FASB， 0戸.cit.， p. 1019) 

6) SF AS No. 19， para. 70 (F ASB， op. cit.， p. 1020). なお，この時の FC法支持

者の代表者とされるのは BigEight会計事務所の一つで、ある ArthurAndersen 

& Co. の公聴会提出意見書である。同意見書によれば，従来の石油・ガス業は山

師的な経営活動であり，そのもとでの計算方法は即時費用化を行い，原価回収後は

『まるもうけ11(“velvet" theory)理論に立脚した SE法であることから， SE法を

前述注2)のように ExpensingMethodと名付けている。

この意見書は上院国内・属島委員会石油活動統合特別小委員会の公聴会 (1977年

l月29日， 2月20日及び21日開催〕資料として添付されている。 U.S. Congress， 

Senate， Market Performance and Competition in the Petroleum Industry-

Hearings before the Special Subcommittee on Integrated Oil Operaions of 

the Committee on Interior and Insular Affairs， Part 5， 93rd Congress， 

USGPO， 1974， pp. 1851-1884. 

7) Committee on Extactive Industries of Accounting Principles Board， Ac-

counting and Reporting Practices in the Oil and Gas Industry， 1973， 27 p. 

なお。同委員会は8名からなるが， Big Eight会計事務所から委員長を含め3名

(次の持 ~p) を派遣している。委員は次の通りである。① Joseph P. Cumming器

(委員長)(Peat， Marwick， Mitchell & Co.)，② Allert J. Bows後 (ArthurAnder-

sen & Co.)，③ Newman T. Halvorson* (Ernst & Ernst)，④ Oral L. Luper 

(Exxon Company， USA)，⑤ Eugene J. Minahan (Atlantic Richfield Co.)，⑥ 

John E. Cooper (Coastal States Gas Producing Company)，⑦Louis M. Kessler 

(Alexander Grant & Co.)，③ David Norr (First Manhattan Co.). 

8) SF AS No. 19， para. 71 (F ASB， op. cit.， p. 1020). 

9) FASB Status Report， No. 29， September 30， 1975 (FASB Public Record， 

1978-Vol. 1， p. 37). 

10) Energy Policy and Conservation Act， Pub. L. 94-163. 

11) FASB，“Overview of Key Events Relating to F ASB's Development of SF AS 

No. 19，" FASB Public record， 1978-Vol. 1， p. 79. 
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なお， 1976年3J:f 31隠の FASB Status Reportで1名の委桑の追加が発表さ

れ，言十19名の章容爽となる。委主主は次の遜ワである。後印を付したものはBigEight 

からの派透マある。おMartinV. Alozo (vice president and controller， AMAX， 

Inc.)帯ミ号 PeterL. Anker (五1:stvice presideぽ， Smith， Barney & Co.)， @ Dean 

M. Bloyd (group vice presi恥nt.accountingand administration， Tesoro Pe-

troleum Corporation)，③ Victor H. Brown (co浪troller，St畠ndardOil Compa設y

of Indiana)，部 JohnS. Chalsty (director of research， Dona必ldゐson凡1，L一1むlfk王i泌n&

Jen怠E跨et伐tし， Inc.ふ@EdwiぬE怠1Cl泌eme印Iロ18(倹五恥a凱a組n凶cialv吟iむ伐epr代e侭叩s位iden怠紋王試t&t紅r儲器鎚珪r民er，Forest 

Oil Co訂rpoωra'拭tiぬon心1ο)，ぐ窃号 Robert C. Drummond (controller， explor且tion& pro-

ducing division， Mobil Oil Corporation)，③ Robert E. Field持 (partn巴r，Price 

vVaterh∞se & CO.)，⑨ Ernest C. Jansoが (partner，Cooper & Lybrand)，⑮ 

Robert B. Gilmore (senior chai問~an of the board， DeGolyer & MacNaughton)， 

⑬ Norman J. Luke (gro立pvice .pr部 ident-accounting，民間zoilCompany)， 

⑫ Randal B. McDonal♂ (partner， Arthur Andersen & CO.)， David Norr 

(partner， First Manhattan CO.)，⑬叉ichardM寮 Pollard*(partner， Touche 

Eミoss& Coふ⑮ StanleyPorter奨 (partner，Arthur Young & Company)，⑧ 

W. Rowland Reed (vice president & controlle主警 Continental Oil Company)， 

Gerald E. Sherrod (vice p代 sident，petroleum department， First National 

City Bank)， @ Harry Van Benschoten (contr叫 ler，Newmont Mining Corpo-

ration). 

上院メトカーブ小委員会スタップ報告畿では上記委員19人ホr17人は採掘波数
に使用される会計・2基準に実際もしくは潜在的に財務上の利警せと手ぎするものからなる

と容易に機器昔、できる。」と批判している。u.S. Coおgress，Senate， The Accounting 

Establishment A Sta.グStudy，prepared by the Subcommittee on Reports， 

Accou持ti持g，a持dManage桝ent01 the Com部 itteeon Governme持tOperations， 

USGPO， 1977， p. 16. 

12) SF AS No. 19， para. 77 (F ASB， op. cit.， p. 1021). 

13) S己cur・itiesAct Release No. 5707， May 12， 1976 f..Federal Securities Law 

Reports 1976， pp. 86320--86322， and FASB Public Record， 1978-VoL 1， pp. 

1542-1544). 

14)“F ASB Discussion Memorandum Financial Accounting and Reporting in 

the Extractive Industries，" FASB Public Record， 1978日VoL1， pp. 81-97. 

15) FASB，“Select出dBibliography，" FASB Public Record， 1978-VoL 1， pp. 12.8-

135. 

16) FASlまPublicRecord， 1977-VoL 7， pp. 1-2590 and unpaged 25. 

17) SFAS No. 19， para. 88 (FASB，。か cit.，p. 1023). 
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18) FASB，“FASB Sta妊 Reporton Interview Proiect， Financial Accounting and 

Reporting by Oil and Gas Producing Companies，" August 1977， FASB Public 

Record， 1978-Vol. 1， pp. 136-196. 

19) Ibid.， pp. 139-140. 

20) Ibid.， p. 142. 

21) FASB Public Record， 1978-Vol. 1， pp. 326-1376. 

22) Thomas R. Dyckman and Abbie J Smith，“Report 1-The E妊ectof the 

Exposure Draft of July 15， 1977， Financial Accounting and Reporting by 

Oil and Gas Producing Companies on Return of Oil and Gas Company 

Securities，" and “Report 2ー・・・，"FASB Public Record， 1978-Vo1.1， pp. 208-239 

and pp. 240-261. 

23) Ibid.， p. 235. 

24) SF AS No. 19， para. 93 (F ASB， op. cit.， p. 1024). 

25) Dyckman and Smith， op. cit.， p. 251. 

26) Ibid.， p. 254. 

27) FASB，“FASB Sta任 TelephoneInterview Survey Report， Financial Ac-

counting and Reporting by Oil and Gas Producing Compaies，" FASB Public 

Record， 1978-Vol. 1， pp. 197-204. 

28) Ibid.， p. 198. 

29) SF AS No. 19， para. 93 (F ASB，。ρ.cit.， pp. 1024-1025). 

三 FC法対 SE法論争と SECの豹変

FASBは一貫して FC法の排除， SE法の統一的適用に向って進んでいっ

た。その間， FC法対 SE法論争が活発に行われることになった。 SECも

FASBと同一路線の SE法支持派であった。 しかし， SE法統一化による

経済的影響力大という猛烈な反対が起こり， しかも， EPCA 発効6カ月前

の1975年6月4日の証券取引法の改正で次のように会計・原価計算基準設

定の際に， SEC は競争経済に及ぼす影響を加味すべきとし、う連邦法規定が

あるため，益々， SEC はその反対運動に巻き込まれざるを得なくなった。

すなわち，証券取引法第 23条 (a)(2)の中に次の規定が盛り込まれている。

iSECは本章 (1934年証券取引法の意味…・・筆者〕の規定に基づくノレーノレ及び行政規則

を作成する際に競争に及ぼす影響をまず考慮すべきである。 SECは本章の目的遂行

上，不必要もしくは不適切な競争上の負担を課すルールもしくは行政規則により課さ
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れる競争上の負担が本章の目的遂行上，必要かつ適切で、あるという場合には， SECが

そg判断理由をルールもしくは行政規則の採択の趣旨，目的説明の中に含めるべきで
ある。」

この規定のため SECは原油・ガス生産企業の会計基準設定に非常に慎重

な態度で臨まざるを得なくなる。しかし， FASBが 1977年 7月に SE法へ

の統ーを図る基準試案を発表した後， SECは一貫して FASBの姿勢に支持

を送ってきた。すなわち，同年8月31日付の SECの証券法通牒 No.5861

(以下， No. 33-xxxxとし、う形で紹介する〕では

iSECの規則修正案は FASBにより出版された財務会計基準試案『原油・ガス生

産会社の財務会計及び財務報告』に含められた基準と同じで威。」

とか，同年10月 26日付の No.33-5877では

iSECへの提出書類に含まれる財務諸表の開示案は FASB試案で提案されたもの

と同じである。」

とか述べているように， SECは FASB試案を全面的に追認している。そし

て， FASBが 1977年 12月5日に最終基準を発表すると， SECはその FASB

基準を追認してよL、か否かのコメント要請を同月 22日付の No.33-5892で

大衆に次のように訴えている。

iSECは以前に財務会計測定基準に関するコメント用の規則 (No.33-5861)とその開

示基準に関するコメント用の規則 (No.33-5877)を提案してきた。両者の規則案は1977

年7月に FASBにより出版された『原油・ガス生産会社の財務会計及び財務報告』

とL、う試案の財務会計及び財務報告基準を具体化したものである。 SECの規則案か

ら予想された通りに， FASBは最近， SFAS No.19を出版して， FASB基準設定を

終了した。その結果， SECは EPCAで権限を与えられているように SFASNo.19 

に依存すべきか否か，さらに連邦証券諸法に従った提出書類及び EPCAに従ったエ

ネノレギー省に提出される報告書に含まれる財務諸表の作成で， SFAS No. 19の事準

もしくはその他の代替的会計基準が適切か否かについて大衆のコメントを要請する。」

とある。この時も， SECが従来から FASB基準，及びその試案を追認して

きた経過から， 結末は従来どおりと予想されるのが普通であった。 ところ

が， この関係は翌年の 1978年 8月31日付の SECの ASRNo. 253 (これは

同時に No.33-5966でもある〉で覆されるのである。そこで， どのような論争
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があり，そのような経過になったかを検討Lてみることにしよう。これは従

来は SE法を統一会計法としたのに対し， ASR No. 253では， SE法のほ

か FC法の継続使用を認めたのである。そこで，まず SE法と FC法とを

簡単に定義してみよう。 SFASNo. 19によると，

ISE法のもとでは，鉱区権購入原価を除いて，原価が資産に計上されるには発生原

価と発見された特定の原油・ガス埋蔵量との聞に直接的関係が存在することを必要と

する。購入された鉱区権は原油・ガス埋蔵量がないとわかったとき，もしくは廃棄決

定の時まで資産として処理される。産油鉱区に結びついた資産化原価はその埋蔵量に

対して生産されるにつれて償却される。」

とある。要するに， SE法は原油・ガス生産活動の成功と失敗を明白に財務

諸表に反映しようとするものであるが それにはさらにいくつかの細則が必

要となる。 SECの ASRNo. 253によると，

「この方法では(コストセンFーの性質よりもむしろ〕原価の性質が資産化ないし費用化

決定の重要な要因である。」

と，原価の性質上の区分が重要であるという。その代表的なものとして，

「鉱区，油井及びその関連設備のような資産購入に直接関連するものを除いた探査

支出はそれが成功，失敗に関係なく即時費用化される。」

とされている。 このような原則のもとでより具体的に SE法の会計手続を

ASR No. 253に沿ってまとめることにしよう。

11. 未確認鉱区の購入及ひ漉削中の坑井の購入以外の探査原価は即時費用化され

る。このような原価には非生産的試掘井生旨掘井〕。地質調査・物理探査支出及び鉱

区料延滞金等の鉱区権維持管理のための支出が含まれる。

2. 鉱区権購入原価は最初に資産化されるが，所定の定期的査定により未確認鉱区

権の価値が減価されていることが決まれば，その部分の損失が認識される。

3. 資産化された鉱区権購入原価は原油・ガス総確認埋蔵量に対して生産高比例法

により償却される。資産化された探査及び開発原価は原油・ガス確認開発済埋蔵量に

対して償却される。

4. 生産(汲上〕原価は資産化された購入原価，探査及び開発原価の償却費と合算

されて，生産された原油・ガス原価となる。

5. 収益は外部の第3者への販売のときのみ認識される。原油・ガスが油田で生産

と同時に販売が発生したり，精製その他の生産過程へ移されたとき，もしくは最終ユ

ーザーへ輸送されたとき販売が発生することになろし
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このように原価の性質により資産化，費用化が決定されることになれば，

原価の分類がきわめて重要となる。しかし，地質調査・物理探査支出という

探査費も鉱区権購入の前と後で実施されることが普通で、あり，その取扱いを

めぐって論争がある。また， SFAS No. 19は原則として探査費は即時費用

化，開発費は資産化としているが，試掘井の原価は一旦資産化するが成功・

失敗の確定時まで、償却は延期され2。他方，開発井の原価は即時資産化され，
直ちに償却の対象とな2というように複雑で、ある。また試掘井の失敗といっ
ても，その鉱区で将来も継続して試掘井を掘り続ける計画があれば，償却の

対象とされず資産化されたままでよいことになってい宮。さらに，開発井の

即時資産化，即時償却対象といっても， SFAS No.19がし、うように， I(海洋

油田生産用プラットホームのような〕巨大な開発原価が計画上のすべての開発井

の掘削を行う以前に発生するならば，最終の開発井が掘削されるまでそうし

た開発原価の一部を生産高比例法償却から除外する必要があろう。」として

いる。原則として，原価の性質からの区分であったものが，開発原価が巨大

か否かとし、う規模の区分が混入していることになる。このように SE法はあ

る時は原価の性質，ある時は，失敗か成功か，またある時は原価の規模とい

ったような基準が入札非常に細かく規定しでも，実際には，会計・原価計

算実務の処理の違いが大きく入り込んでくる余地が多分にあることが認識さ

れたと思う。そこで，もう一つの会計・原価計算実務， FC法について見る

ことにしよう。

FC法は， SFAS No. 19によると次のような定義となる。

iFC法では，比較的大きな(地質学的とは対照的に)地政学的コストセンター(国別の

ごとりの内部の鉱区の購入， 探査及び開発に発生したすべての原価が即時資産化さ

れ，そのコストセンター内の鉱物資源が生産されるにつれて炉却される。ただし，資

産化される原価はその埋蔵量の価額を超えない範囲とされる。」

FC法の会計手続をより具体的に示したものとして， Ad Hoc Committee 

on Full Cost Accounting (全部原価法特別委員会，以下， Ad Hoc委員会という〕

の定義を引用してみよう。 FC法では，
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「資産化される原価は次が含まれる。事前調査 (prospecting)及び探査(生産的であれ，

非生産的であれ)，鉱区権購入，未開発鉱区の購入及び維持管理，開発及びその他類似の

原価。事前調査，探査，購入及び開発に合理的に結びついた一般管理費部分もまた資

産化される。当期の生産に関連する操業費は即時費用化される。このような原価には

汲上費用と当期の生産に配分可能な一般管理費が含まれる。」

SE法に比べて， FC法は会計処理法が非常に簡単かつ，明瞭である。購

入，探査，開発に関したすべての原価を資産化し，生産高に応じて償却して

いくという手法であるからである。にもかかわらず， Seven Sisterの Major

のうちの一社を除き，巨大石油会社は SE法を用いているものも，新参入原

油・カ、ス生産会社及び中小の会社は FC法を用い，一般に普及していた現状

から， SE法に会計方法を統一化しようとする FASBや SECの態度に FC

法採用会社を中心として猛烈な反対運動を展開したのは当然の帰結であろ

う。 FC法採用会社にとって SE法統一化は論理上及び競争経済の保全に欠

陥ありとするのである。他方，始めから SE法を採用している会社は当然，

SE法統一化に支持を送るのである。そこで，次に，どのような論争が行わ

れ，最終的に SECがどう判断したかを検討することにしよう。

1. SE法支持論=FC法批判論

SE法採用会社が中心となって， FC法を批判したのは当然のことである。

彼らがどのような諸点について批判していたかについては要約すると次の 8

点に整理できょう。

(1) 空井戸は無価値。

FC法のように空試掘井を資産化することは資本の食いつぶしになる。こ

れを期間費用として適切に反映することが投資家に対する良き情報で、ぁ宮。

(2) リスクを明瞭表示すべきである。

探査における成功が少ないことから， FC法のように空試掘井及びその他

の探査原価を資産化すれば，投資家に事業のリスクを明瞭表示しないことに

なる。 FC法のように一つの失敗は他の成功でカバーできるという事実はあ

るにしても，カバーできるか否かにリスクを伴うもので、ぁ宮。
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(3) 大コストセンターより小コストセンターの方がよし、。

大コストセンターで成功・失敗を判断することになると，個々の中小コス

トセンターの失敗が他のコストセンターの成功で全体として失敗でないとい

う判断が成り立つ。これでは個々の失敗・成功の業績がボカされてしまうこ

とになる。むしろ，原価の性質により資産化，費用化した方がより良い利益

測定となるというのである。

(4) GAAPsに準拠している。

GAAPs (Generally Accepted Accounting Principles，一般に公正妥当な会計原則

の略〉のもとでは営業活動に不可避であっても， 将来の便益に直接的関連の

ない原価は， 通常， 即時費用化される。その好例が1974年10月の SFAS

No.2の『研究開発費の会計』で， rSFAS No. 2に包括されているすべて

の研究開発費は即時費用化されるべきである」としている。 しかし， SFAS 

No.2では原油・ガスの探査・開発に対しては取扱っていないことに留意す

べきであるが， SE法支持者はこの論理の延長線にあると主張する。

ただし， SE法では即時費用化部分が多いため，過去にどれだけの探査支

出があったかは貸借対照表上には表われないという欠陥があるため， ASR 

No.253では， rSE法が適切な補足的開示を伴なうと，財務諸表の利用者に

原油・ガス生産活動の失敗・成功について充分な情報が与えられることにな

る」と SE法支持者の主張を紹介している。

(5) FC法は利益平準化となる。

FC法は失敗のプロジェクトを資産化することになり，報告利益の怒意的

平準化に手を貸すことになる。

(6) FC法は資産化上限に評価が必要である。

FC法は探査・開発原価の資産化の上限として原油・ガス確認埋蔵量の価

額評価を必要とするが，これは余りにも主観的であり，財務諸表の利用者を

混乱させるだけであるとしている。

(7) 連邦議会の会計統一化要望と FASBの結論尊重。

下院の Mossレポート(下院州際・外国商業委員会監査・調査小委員会の1976年
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出版の『連邦行政規則と行政改革』と題するレポート〉は SECに対し，

「最大限実施可能な範囲において， SECは統一的会計原則のフレームワークを規則
で定めるべきである。統一性が実施できない場合には，経営者により選択された会計

原則が財務的資料を最も公平に表示するものであることを独立監査人に証明させるべ

きである。 SECは一定の仮定のものから他の仮定のもとでも再計算できるような補
足的資料を要求すべきであり，それにより特定の産業の中の会社問の比較可能性を促

進させることになろう。」

と勧告し，会計・原価計算基準の統一化を要求している。

他方，上院のメトカーフレポート(上院政府活動委員会報告・会計・管理小委員

会の 1977年出版の“TheAccounting Establishment"と題するレポート〉も次のよう

な勧告をしている。

「連邦議会は連邦政府が各省庁に責任遂行の指針となる包括的会計目的を設定すべ

きである。この目的が存在していないことによって連邦政府内でさまざまの，時には

矛盾する会計実務を許してきた。そのことが過去40年間大衆的に株式所有されてい

る会社に対して統一的及び有意義な会計基準を設定できなかった原因となっている。」

上院・下院とも以上のように会計・原価計算基準の統一化を要望してい

る。それに答えるべく FASBは公聴会をやったり，広範な研究活動を行っ

て SE法統一化という結論に達した。その結論を SECが追認しないこと

になると， Chalsty氏がし、うように， FASBという「民間の会計団体の威信

と影響力が大きく低下する」ことになろう。 したがって， SE法支持者の中

には， iSFAS No. 19が適切，もしくは少なくとも不合理でない一つの会計

方法を採択することによって統一性問題が解決する」とし寸主張があること

を ASRNo.253は紹介している。つまり，会計・原価計算基準統一化とい

うFASBの姿勢を支持すれば， SE法が不合理でなければ， FC法の合理性

はともかくとして， SE法で統一して， FASBの威信と影響力を維持してい

こうというのである。

(8) SE法は競争経済の促進に役立つ。

競争経済に役立つか否かは，良い情報が大衆に開示されるか否かである。

FC法支持者は FC法が競争経済に役立つというし， SE法支持者は SE法
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がよいというので，論争は終息しない。 SE法支持者によると SE法に統一

化することによって，会社相互間及び産業聞の比較可能性を提供することに

よって，競争経済が促進されるとい;iこのことは FC法への統一化で、も同
じことがし、えよう。

以上， SE法支持者による論点を8点に整理してみた。これだけを見ると

SE法が勝れているように見えるが， FC法支持者による論点を整理してみ

ないと総合的判断は出来なL、。次に，それを見ることにしよう。

2. FC法支持論=SE法批判論

SE法支持論だけに耳を傾けるのではなく， FC法対 SE法論争が活発に

繰り広げられている以上， FC法支持者の論点にも耳を傾ける必要があろ

う。それらを整理すると次の諸点からなる。

(1) 原油・ガス生産に探査及び空試掘井は不可避的に発生する (cf.SE法

支持論 (1))。

原油・ガスの生産にはその前に探査活動がなければならず，したがって一

般の探査費はいうに及ばず，たとえ試掘井が空井戸であっても原油・ガス生

産のために不可避な資本的支出であり，これを資産化すべきであるとしてい

第2図 売上高に占める探査・開発原価の割合

O 10 20 30 40 

32.3% 

出所:FASB Public Record， 1977-Vol. VIII， part 1-Section B， p.817 
(Comment Letter of The Ad Hoc Committee on FASB Dis-
cussion Memorandum Dated December 23， 1976). 
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第3図 米国内で掘られた総試掘井に占める空井戸の割合

1955 1960 1965 1970 

出所 Ibid.，p. 820. 

1975 

る。現に，原油・ガス売上高に占める探査・開発原価は AdHoc委員会資

料によると第2図のように32.2%を占め，必要不可欠の原価であり，その大

部分を即時費用化するのは妥当でないとしている。

同委員会によると， 1空井戸を掘らなくて，原油・ガスを発見する方法を誰

も発見していなL、。事実，技術革新があっても，総試掘弁に対する空井戸の

割合は過去20年聞きわめて安定的である」として， 第3図を示し， 80%前

後が空井戸であるとL、う資料を提示している。したがって， FC法支持者は

SE法支持者がいうように， 1"空井戸がそれ自体，将来の収益獲得に期待され

る経済的資源でなく，経済的資源である原油・ガス埋蔵量の発見のためにそ

の原価が必然的に発生するため，空井戸の原価が資産化されるべきである」

と主張している。

(2) リスクの反映は大コストセンターで表示し，総発見埋蔵量に対して

総投資額を対応すべきである (cf.SE法支持論法 (2)， (3) ， (4) )。

FC法支持者によると，株主等に開示される財務諸表は個々のプロジェグ

トの成功・失敗を反映するのでなく，全社的もしくはセグメント別及び国別

の業績を報告すべきであるとしづ。 SE法では，鉱区権，成功試掘井，開発
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原価及び原油・ガス生産、ンステムを構成する設備の原価を資産として報告す

るというように，余りにも原価の性質に力点を置いている。しかし， FC法

支持者によると，探査活動の主たる目的が原油・ガス埋蔵量を発見し，開発

することにあるから，原油・ガス生産会社の資産となるものは原価の性質に

よるものでなく，原油・ガス埋蔵量そのものであるべきであるという。かく

して，その埋蔵量に対して発見・開発に要した総原価を対比させることの方

がより良い業績表示となる。これには 各プロジェグト別の小コストセンタ

ーよりは大コストセンターとし、う計算単位で測定すべきである。 GAAPsに

おいても，製造工業において住損品が完成品に配賦されたり，建築作業で設

計監理費が建物へ配賦されたりする方法と同様に，正常的に発生し，回避不

可能な空井戸の原価を採油井に配賦することは認められるはずであるとい

う。

(3) SE法は利益操作となる (cf.SE法支持論 (5))。

FC法は資産化部分が多いため，ある期の失敗を隠し，次年度以降の償却

にたより利益平準化に連がるという SE法支持者からの批判があった。これ

に対して， FC支持者からは， SE法によると利益を上昇さぜようとすれば，

即時費用化の対象物である探査活動を縮小したり，なくしたりすれば可能で

ある。しかし，この方向に企業が向けば，必らずや確認埋蔵量の食いつぶし

につながり，米国のエネルギ一政策と逆行するし，企業の成長が止まること

は明らかであるとL、う。すなわち， SE法は探査活動の縮小，拡大を通じて，

経営者は利益操作が可能になるというのである。

このことをより詳しく見ているのが， Donaldson， Lufkin & Jenrette Se-

curities社(以下， DLJ ~土という)の FASB へのコメントレターである。同

社の分析によると，原油・カ'ス生産への新規参入会社，探査活動の積極的な

会社，及び年々探査活動を縮小している会社の3つに分け， FC法の正当性

(SE法の不当性〕を次のように分析している。

まず，新規参入会社について見ることにしよう。その仮定は，最初の3年

聞は探査・開発期間であり，原油・ガスの生産・販売は第4年以降であると
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第4図 探査・開発・生産モデノレキャッシュアウトフロー及びインフロー， Full 

Cost Method対 SuccessfulE妊ortsMethodの税引前純利益比較
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注1.第1年度及び第3年度は SuccessfulEfforts原価計算法でも，探査墳の中味

が地質学的，地球物理学的調査費，鉱業採掘権取得原価，事業部門間接費で

あったため，これらを成功判断まで，一旦繰り延べた。

2.第2年度内の探査支出はその年内に全部，空井戸であったため， SE法では
全額即時費用化した。

3.第4年度は開発活動と生産活動が同時に行われた。

4.第6年度からは生産活動だけが行われ，生産高は第8年度まで毎年同じであ

ると仮定されている。第9-13年度は生産縮小となった。
:l:l所 JohnS. Chalsty (Managing Director， Donaldson， Lufkin & Jenrette 
Securties Corporation)， Comments on FASB Discussion Memorandum 
-Part 11 Illustrated Earnings lmpact 01 Oil and Gas Accounting 
Methods， pp. 3-4， reprinted in FASB Pub1ic Record 1977-Vol. vII. 
pp. 1388-1389を合成して表にした。
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ている。ずると次のようになる。これは第4関と対黙されたし、。

第1年度……地鷲鰯査・物理l探査，試揺，拡版権購入の活動があり，試掘

井により埋蔵畿を確認している。

FC法……すべての支出を資産化Lているため税引前線損益は零とし

上される O

SE法……探査活動のうち即時費用北部分があるほか，成功試掘芥や鉱区

権購入のように資産化される部分もある O 即時費用北部分相当額だけ，税引

前線損失として計上される。

第・2年度……年内に養手したすべての試掘井、は空弁戸であったが，その発

生原価及び初年震発生震価総計が初年震の探査活動で発見された確認、坂蔵量

の悩額を超過しなかった。

FC法……すべての発生原価を資重量北する

計上される。

税引競緯撰主主は零として

SE法……発生議題はすべて空試掘芥に関係していたため，全額即時費用

化ずる。持額だけ税引前線議失が計上される。

3年度……探査活動はこの年度で終結する。この年震に銃器井は成功井

のほか，若千の空井戸があっ

FC法……すべての発生原価会繋産化するため，税引前鰻猿益は零として

されるo

SE法……空試議弁の原側が即時費用住され，その額だけ税引前総損失が

計上される。

第4年度から第13年震まで……第3年衰の探班活動の成功をもとに， 第

4年度は襲警発活動と生産活動に入り，第4-第8年度ま

を維持，第9一第13年度では引き下げられた生産量まで毎年維持すると仮

されている。

FC法……第3年鍵までの探査活欝の震価が資産され，第4年慶からの生

産高にK;じて畿却される生産高比倒法を用いるため，主主巌高一定なら税引前

純利益は一定の1ままで推移するが，その額は SE法の利主義額より少ない(後



112 (388) 綴済学研究第31務第2号

裁きs分が多いため)。

SE法……翻発露舗は SE法でも饗産化し，生産高比例法で償却する。生

産高が一定ならば邸時費用化部分がないため，開発原認の償却部分のみが期

間費用となり，剥議は一定のまま推移する。しかし， SE法のブ1が FC法よ

り科益舗は多L、。

このように新規参入企業にとって，第 1~第 3 年症は総じて探ヨ援活動の成

功であったということができるが， SE法ではその成功を失敗であるがごと

くに税引前純損失女計上しているのでは，新規参入企業が探査活動というす

スクの伴なう活動に積極的に隠与することがむつかしくなるであろう。その

ため， FC法の方が新主義参入企業にとって袈ましい会計・鹿部計算手法であ

るということになろう。

次に康治・ガス生産活動で経験重量留な成熟企業について見ることにしよ

う。成熟企業のうち，採杢活動宏年々増加さぜている積綴的成熟企業と年々

減少させている消極的成熟企業がある。 DLJ社はその二つのそデルを燦揮

している。

前者の積様的成熟企業主こ対して，年々 20%づっ探査支出を増加させていっ

の FC法と SE法の税引前総利益の動きを調べようというのである。

第6罷がその結論である。

SE法……探査に積緩的な企業はさ芝試掘井のすスタ安負担しなければなら

ず〈邸時事費潟化)，さらに成功試掘弁以外の探査察は郎持費用化される。 即時

費用化が大となる SE法での探査議動の結果，その期に生産段階に入らなけ

れば収主主増につながらず，貌引前純利益は減少していくことになろう O 業畿

が回復するのは，生産識が飛躍的に上昇した第6年度以降からとなる。

FC法……これに対して FC法では探査活動が襲綴的であっても，資産化

される額が多くなるだけであり，生産段構に入る第4年度以前ーでは税引前純

利雄は一定額のままである。第4年以後生産段搭に入ると，飛躍的に業績が

上昇する報告形態をとる。

このことから探査の積綴的成熟企業にとって詞じ探査活動でるりながら，
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第5図
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SE法では飛躍的に生産の上昇が見られるこのモデノレの第6年次からであり，

それ以前は業績悪化の途を辿るとL、う報告書を作成せざるを得ない。米国の

エネルギ一政策で国内探査の活発化という方針からは， SE法を採用してい

るかぎり，経営者は経営者報酬の関係から探査の積極化を望めそうにないこ

とがこのモデルから明らかとなろう。

最後に， 探査活動に消極的で年々 5%づっ減少させていく消極的成熟企業

を DLJ社のモデルにしたがって見ていくことにしよう。その業績を示した
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第6図 5%づっ探査活動を減少させている消極
的成熟企業の税引前純利益
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のが第6図の通りである。

SE法……探査活動に消極的ということは，過去に発見した原油・ガス埋

蔵量を食いつぶしていくことである。 SE法では，もともと過年度における

資産化部分が少なかったため，償却額は少なくなる。その上， SE法では探

査活動の多くを即時費用化していたのを，探査を削減していくから即時費用

化部分は少なくなる。第3年度まで生産量は一定であったため，その聞の期

間費用が少ないことにより，大幅に業績の改善があったように報告される。
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探査活動削減の報いは第8年度から生産高が急激に落ち込み始めるや業績が

悪化する。短期的に経営者報酬を業績に依存させている企業では，探査縮小

を通じて経営者報酬を拡大することが可能であることになる。

FC法……探査活動によって生産段階に入るまでは業績は一定である。し

かし，探査削減の報し、は第7年度以後生産高の減少となってあらわれ，その

収益減少額は過年度の探査原価の資産化部分に対するそれぞれの年度の償却

額より大であるため，飛躍的に業績は悪化する。

従来， iSE法が即時費用化である(したがって，より『保守的』である〉のに

対し， FC法は高利益を生み出すということで攻撃されてきた。しかし，こ

の『保守主義』は幻想であり，現実をかえり見ずに言われてきたことであ

る」という DLJ社の批判も当を得ていよう。 DLJ社の3つのモデノレは SE

法では探査に消極的な企業は当初，好業績を報告し，積極的な企業は当初，

悪い業績を報告し，新参入企業が生産段階に入ると好業績を報告している。

このことから探査活動の増減によって利益操作が可能なのは SE法であると

いうことになろう。 FC 法支持論~SE 法批判論の第 3 点について詳しく述べ

たが，次に第4点に移ろう。

(4) FC法は石油・ガス資源の経済的価値により近い情報を提供する

(cf. SE法支持論 (6))。

Texas Paci五cOil社の FASBへのコメントレターでは， i殆んどの石油

会社は SE法か FC法を用いているが，それらの埋蔵量の価値は各年度と

もl帳簿価額を超過している」という。 SE法では， FC法より資産化部分が

少ないので，上記のことは当然、いえるが， FC法は資産化部分が多いといっ

ても埋蔵量の価値より非常に少ない帳簿価額となっていることが多し、。

FC法では理論的には探査支出の資産化の上限を埋蔵量価値としている

が，後者を正確に測定することは困難なものの，専門エンジニアーによって

埋蔵量価値が見積られると， FC法採用会社でも帳簿価額の何倍，何十倍も

存在することが多いであろう。このことは原油・ガス価格が第1次及び第2

次石油ショッグで数倍にはね上ったことに帰国する。
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SECでは ASRNo. 190 (1976年3月〉で SEC登録会社は棚卸資産及び

設備にカレント取替原価情報を補足資料として開示すべきことにした。ただ

し，その後の改正で， 1980年4月1日現在の規則では原油・ガス生産に用い

られる鉱物資源についてはこの適用を除外している。しかし，それにかわる

方法を同年8月31日付の ASRNo. 253で要求している。これについては

後で述べる RRA法のところで詳述したい。

このような SECの路線を察知したAdHoc委員会は， 1何らの形のValue

Accountingが近い将来， 歴史的原価会計の補足をするか，それに取って代

る可能性がある。 FC法ではすべての探査及び開発原価が資産化されるので，

その方法は CurrentValueの財務諸表に近い財務諸表を生み出す。したが

って， FC法から CurrentValue法への変更は SE法から CurrentValue法

への変更より調整額が少なくて済む」と述べている。同様のことはJ.H.

Myers教授によると， 1価値がより良い情報であるので， FC法はこの目的

をより良く満たすものである」ということになる。確かに，以上の通りであ

るが，ではFC法採用会社のすべてが資産化の上限額である埋蔵量価値より

低い帳簿価額をつけているかどうかの疑問も残る。殆んどはそうであるにし

ても，埋蔵量価値を客観的かつ正確に測定することは不可能で，出来るのは

概算のみであるからである。

(5) 連邦政府内部にSE法統一化による批判がある (cf.SE法支持論 (7))。

連邦政府内部にSE法統一化による批判的考察が行われたのは次の 4つで

ある。

(イ) Haskell法案 (EPCA第503条の一部改正案〉 の上院通過 (1977年10月

6日〉

(ロ) エネノレギー省公聴会 (1978年2月末〉

付司法省の調査研究

的 FTCの調査

体) SECの1978年3月-4月の公聴会

このうち， Haskell法案では， EPCA第 503条に (d)項を追加しようという
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ものである。すなわち，追加条項では，

f(d)第503条はエネルギー省が信頼できるエネノレギーデータベースを編纂するた

め，同省に提出される報告書の作成に必要な会計実務の展開のみを適用しようとする

ものである。第503条では財務報告目的のためのGAAPsを樹立させたり， GAAPs 

樹立に影響を与えることを何ら意図していない。」

とある。これは FASBが試案を提出し， SECが追認した SE法統一化に

対する反対運動の一環である。 CongressionalRecordに掲載された Haskell

議員の法案趣旨書は次のとおりである。

「大多数の独立系生産者を含む殆んどの探査成長企業は FC法を用いており， FC 

法では順調な探査プログラムですべての探査・開発支出が資産化され，埋蔵量の生産

販売につれて原油・ガス収益に対して償却される。それにより費用収益の適切な対応

が達成されている。

米国で掘削される試掘井の 80%以上になる独立系原油・ガス生産者の殆んどは

FASB試案により大きな傷手となるであろう。殆んどの独立系生産者にとって， FC 

法から SE法への変更は

報告利益，資産繰延額及び自己資本の怒意的かつ誤導となる引下げを結果し，

過去の利益及び貸借対照表価額が膨まされているという不当かつ正しくない印象を

生み出し，

探査プログラムを拡大しようとする会社に傷手を与え，

順調に拡大している探査・生産活動の利益を引き下げることになる。

すべての原油・ガス生産会社に SE法を要求する帰結は非競争的であり，米圏内z

ネルギー供給及び、獲得の増大という国家政策と対立することになる。 SE法の強制的

採用は

多くの順調な生産者の拡大に対し純利益の傷手を与え，探査活動の資金繰りの困難

さを増加させることになるから重大な障壁を築くことになり，

FASBの会計ノレーノレが発見埋蔵量や価値の点で、明らかに成功しているプログラム

でさえも拡張期間中純損失の報告を強いるであろう(及び合理的な純利益の報Fを妨げるで
あろう)から，原油・ガス探査への新競争者の参入を阻害させることになる。」

したがって， Haskell議員は EPCA第503条が命じた会計・原価計算基準

の設定はあくまでエネルギー省用の報告目的のためのものでなくてはなら

ず，当時， FASBや SECが同条に沿って株主向け営業報告書用の会計基準

に SE法を強制化すべきでないというのである。 Haskell法案に積極的に賛

同したのは Bartlett議員であり， 10月6日に上院を通過するが， FASBの
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反対はいうに及ばず， SECの反対， Moss下院議員の反対， GAO (会計検査

院〉長官の反対などがある。こうした経過を辿った Haskell法案は米国では

下院との調整を図るべく設置されている conferencecommitteeの通過がな

ければならないが，この段階で否決されてしまっている。すなわち，同委員

会の判断は， Chalsty氏によると，第503条の (d)項追加といっても，

「第503条本来の目的が Haskel!議員の解釈と同じことが明白であり，明文化は表

面的である。」

という理由からである。

Haskell法案否決後， 1977年 12月5日に FASBの試案が最終基準となっ

ている。司法省は SEC に対し翌年2月27日付で次のような要求書を提出

している。

I(SECは〉提案中の強制的変更が・原油ガス生産業の各セグメントの競争状態に大

きな傷手となるような方法で資本市場の動きに影響を及ぼすか否かを査定しなければ

ならない。」

とし，司法省の態度を Lev教授によると， r原油・ガス生産者に対する統一

会計基準が投資家に対する情報提供の改善をしたり，非競争的側面を持たな

いということを SECが検証するまで，司法省は SECに対してこのような

基準の採用を見合わせるべきだと主張する。」としている。

さらに， FTCは「原油・ガス業の経済的実体を反映する点で SE法が FC

法より正確であることが証明されていないので SE法を採用すべきでないと

主張し，さらに FTCは提案中の会計方法の変更により競争上の傷子が負わ

され勝ちである」と主張している。

このほかエネルギー省及び SEC の公聴会が 1978年2月末から 4月にか

けて行われ， SE法統一化に対して猛烈な反対にあい，最終的に SECは同

年8月31日付の ASRNo. 253で SE法統一化を断念せざるを得なくなっ

ている。

(6) SE法統一化は競争経済に傷手を与える (cf.SE法支持論 (8))。

1975年6月4日の証券法改正により SECが会計・原価計算基準を設定す
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る前に競争経済に及ぼす影響を考慮しなければならないとL、う規定が追加さ

れた。 FASBが試案を出し，最終基準を出した後， SECが追認するか否か

は特にこの点の考慮如何であった。また，競争経済保全及び促進の司法，行

政当局である司法省， FTCが前述のように SE法統一化に大きな不安を抱

いたのも当然であった。

FC法対 SE法論争の中心は実に， 'SE法統一化が競争経済に傷手になる

か否かについてであった。この大問題について，いままで各種の機関による

意見を各所で断片的に紹介してきた。この問題を整理するため，次に項を改

めて民間の主たる研究成果をまとめ それに対する SECの判断を見ていく

ことにしよう。

3. SE法統一化によあ競争経済影響論争

SE法統一化の弊害として， FC法論者の主張点は SE法が資産，純利益

及び自己資本の過小表示となることから次の諸問題に遭遇するとL、う。

(1) 探査拡大企業の資金調達(社債，借入金，株式発行等〉を困難にする。

(2) 順調に拡大推移している探査企業でも， 生産販売時まで， 大きな純

損失の報告となる。

(3) 新規参入者は探査活動から始めなければならず， その際， 大きな純

損失の継続となり，結局，大きな参入障壁となる。

(4) 現状では， FC法会社が米国内探査活動の殆んど行っており，それら

に傷手を与えることは国家エネノレギ一政策上マイナスである。

このような諸問題点に対して，民間の主たる研究はどのように分析してい

たかを見ることにしよう O

(イ) DLJ社のコメントレター

セブンシスターといわれるメジャーのうち Texaco社を除く 6社は SE法

を採用していた。 DLJ社によると「一貫操業メジャーは探査が全体活動の一

部にすぎず， 結果として探査予算が純利益の一部にすぎないので， SE法は

報告利益の期間比較に大きな影響を及ぼさない」としている。同社によるメ

ジャー 6社の 1966年一1975年の 10年間の経営分析を見てみると次の 4点
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に整理できる。

(1) 10 年間純利益に占める探査支出の割合は1O~50%であり，年平均約

25%である。

(2) 1971年では殆んどのメジャーの探査支出額を減少させており， その

減少の結果， SE法採用とあいまって純利益を引き上げている。

(3) 1974年では純利益に占める探査支出の割合が減少している。

(4) 1975年では前年度に対する反動として探査支出額とその割合が急増

している。

メジャーにとっても海洋開発，遠隔地，及び深度の深い油層へと進まなけ

ればならなくなり，探査支出の割合が増大してくるに違いない。かくして，

DLJ社によると， rたとえ，一貫操業大企業といえども，探査活動の原価の

上昇やその割合が増大するにつれて SE法がだんだんやっかし、なものになる

であろう」と予測している。事実， Ad Hoc委員会は SE法を採用してい

ると称されているメジャーやその他の大石油会社が巨大探査プロジェグトの

一部を FC法に変更した手続を行っているとしづ。参考までにそれを紹介し

ておこう。

11958年にShellOil社は以前，即時費用化していた生産的無形掘削原価 (productive

intangible drilling costs)を資産化し始めた。 1961年にはそれに ContinentalOil社

が倣った。 StandardOil of lndiana社は1968年から北米の生産不能鉱区の償却を

始めた。同社の従来の会計手続は鉱区が放棄された時点で即時費用化された。 Exxon

社も周年から同様の手続を行った。 CitiesService社は-…従来，鉱区が放棄された

時d点で即時費用化された生産不能鉱区権原価の償却を始めた。 SunOil社も 1970年

から生産不能鉱区の償却を始めた。……1972年には， Standard Oil of Ohio社は未

開発鉱区が経験法則で償却されていると報告しているが， Alaska については生産が

始まるまで償却がなされていないと報告している。また，同社は地質調査，物理探

査，鉱区権期間延長料，その他の探査及び保全費を即時費用化していると報告してい

るが， Prodhoe Bay (Alaska)鉱区では上記の費用を生産開始まで一時繰延べている

と報告している。こうした会計実務が師年現在で、も継続している:」

他方，中小の原油・ガス生産会社では， DLJ社によると，メジャー大石油

会社よりも純利益に占める探査支出の割合が大であり，探査支出の方が純利
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益を大きくよ揺っているのが現状である。そのため， i(もし SE訟で計3撃され

ることになれば〉多くのや小会社は発覚前原価〔探交際舗の慾沫…ぃ著者〉の大小

が報告純利裁に莫大な影饗言ど与え，特に純持議の期間比較に英大な影響さと与

えるjとしている。具体的には， i(SE法が潟いらねると〉成長企業ないしは探

交に積極的な金業の純利主主は探査原価の即時費用化増大が生産に伴なう利益

の上昇より必然的に遅れてくるため， 不当にも痛手を受けることにな定。」

かくして，中小原油・ガス!生産会社の探変活動は延期，縮小，中止を i自ら

れ，エネl!，，-ギー危機に持率をかけることになる。つまり，探査に活発な中IJ、
余業に SE法をと強いると純利益減少→株僑下落ーバ堂入能力の低下を強いるこ

とになるというのである。逆に探査を議小すると，純和議増大→株譲Jと芥→

借入能力増加に連がるが，これはその企業にとっても

ましいことでないとしているのて、ある。

〈ロ Patz& Boatsman氏の実証研究

Demis H. Patz氏とJ.R. Boat詰man氏〈以下， P&B.Et;という〉は Texas大

とって

り，その研究は 1971年 10J:J 22日に出販された APB

Draft Opinion If石油産業における会計及び報告実務j に対し

どのように反応したかを分析した実証研究であ20P&B氏によると， 1971 

10月22日を中心として，前のz適鵠と後のS週間を影響期間と主主め，次
の務2表のようにサン して統計的分析している。

第2表 P&B J乏によるザγフ。ノレ食主主。の分類

大 王役 立襲2)

中露~ 11主要案

FC法会社

5 

24 

30 

SE法会社 合計

日

4
一
一
服

21 

49 

1) New York証券取引所Jkび American滋券取引所上場念業のみ

で追うる 0

2) 大余望書と中慰霊企業との区分は会社の総収益6i縫ト，.!vを基準にして
し、Qo

Hl所:Dennis H. PaiZ and James R. Boatsm皐n，“AccountingPrincト
ple Formulation in an Efficient Markets Environments，" 
Jo討問。1of Accounting Research， Autumn 1972， pp. 395-396. 
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その結論は次の通りである。

1. iこの調査によると， FC法会社の普通株の株価は影響期間中不利に影

響しなかった。同様に， FC法の中堅企業と大企業とでは異なった動き

をしなかった。」

2. i若干の企業の純利益低下が証券価格を引下げ，資本募集能力に大きな

影響を与えるとL、う主張に対して，特定の会計方法の禁止を試みようと

している会計基準設定機関は考慮する必要がないということが，この調

査結果の解釈にそった政策的意味であろう。」

つまり， P&B氏による統計的分析によると， APB Draft Opinionが最

終 Opinionとして決着し， FC法会社に純利益の減少報告を強いても，株価

に影響しないというのである。

しかしながら， P&B氏の統計的分析には次の欠陥があるであろう。まず

第1~;こ， APB Draft Opinionが最終基準になる確率が少ないという期間で

の分析のため， P&B氏の調査結果が得られたにすぎないと考えられる。そ

のため， Draft Opinionは大衆に周知されてくるにつれ，漸次影響を及ぼし

てくるであろうから，より長期間の分析が必要であろう。さらに， P&B氏

は各週ごとの相対的株価変動の割合を分析しているのみであるが，影響が漸

次，発生するとすれば，影響期間全体の累積合計ーから分析した方がより影響

の程度が明白となるはずである。

第2にP&B氏のサンプル企業は NewYork証券取引所及び American

証券取引所上場企業ばかりである。 APBDraft Opinionの影響は原油生産ま

での段階であるのに対し，サンプノレ企業で、はメジャーを含む一貫操業石油会

社が多し、。そのような企業は原油の探査，開発及び生産の全社的活動に占め

る割合は巨大企業ほど少なくなっている。そのため， APB Draft Opinionの

影響を FC法会社と SE法会社に分けても，両者ともに一貫操業会社を多く

含んでいるため，両者のうちどちらにより多くの影響が生じたか否かはわか

らないはずである。

最後に， APB Draft Opinionの出版による株価影響というこの種の統計的
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分析はどのような結論が得られても決定的証拠となり得なし、。株価影響要因

はこのほか証券市場に各種の情報が入り込んできており，それらが織り込ま

れているからである。

P&B氏と同じ結論が得られたとする研究に RobertE. Eskew講師や，

二の 3項で述べた Dyckman& Smith氏の研究があったことを付言してお

く。

(ハ Collins& O'Connor氏の実証研究

P&B氏の欠点を補って統計的分析を行ったのが DanielW. Collins講

師と MelvinC. O'Connor助教授(以下， C&O氏という〉であった。 C&O

氏によると P&B氏の調査結果とは全く異なった結論に達している。両氏

は第3表のように P&B氏と同ーのサンブ。ル企業を選び、ながら， FC会社

を原油・ガス生産中心会社 13社と一貫操業石油会社17社に分けている。

SE法会社は P&B氏と同ーの企業を対象にしている。 P&B氏が調査期

聞を7週間とし，前の2週間を予備期間，後の5週を影響期間としていた

が， C&O氏は7週間を影響期間と定め， その前と後の各7週間をそれぞ

れ影響前期間， 影響後期間と定め， 計 21週間の株価変動の累積値を調べて

いる。

第3表 C&O ~によるサyプル企業の分類

FC法会社1)
SE法会社

原油・ガス生産中心会社 一貫操業石油会社

13 17 19 

1) FC法会社の区分は次の3条件の一つ以上を具備しているか杏かで
ある。 SEC向け営業報告書 Form10-Kの資料から，
(イ) 連結収益の 40%以とが原油・ガス生産活動から生じているも
の。

(ロ) 連結資産の 50%以上が原油・ガス生産活動に用いられている
もの。
(ノ、) Form lO-Kで自社の営業活動が原油・ガス生産中心である
と明言しているもの。

出所 :FASBPublic Record， 1977-Vol. VII， Part l-Section A， p.211 
(Appendix B， Statement of Daniel W. Col1ins and Melvin C. 
O'Connor in Comment Letter of Total Petroleum (North A-
merica) Ltd to FASB Discussion Memorandum Dated De-
cember 23， 1976). 
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C&O氏による調査結果は次のようになる。

rSE法会社に比較して， FC法会社の証券価格は影響期間中不利に働いた。その

上，この不利に働いた証券市場での反応は FC法の一貫操業企業より FC法の原

油・ガス生産中心企業により大きかった。このことはもし， FC法の禁止提案が正式

にAPBに採用されるならば， FC法の生産中心企業の純利益が相対的に大きな低下

(したがって，後で述べるようにそれに関連して生ずる経済的帰結〉 を証券市場が予測している

ことを意味する。 APBがFC法を禁止する最終 Opinionを出していないので，

APBがそれを出していると仮定してFC法会社の株価値下がりが持続するかどうか

は推測の域にある。我々は FC法に反対する APBの試案により投資家の特定の企

業に対すo印象が影響されていることだけを指摘したい。このことから，少なくと
も，企業の経済的実体を表現しようとして用いられている会計方法が資源配分方法や

証券の価格の動きの違いを生み出すものであることを推論できる。」

C&O氏の結論に支持を与えたいが，なお，前述の P&B氏の統計的

分析に対する第2及び第3番目の批判点はここでもあてはまるといえ上う。

また， Co11ins氏は w.T. Dent氏と共に， 1977年7月15日に公けにさ

れた FASB Exposure Draftに対して株価調査を28週間にわたって行って

いる。その結論も C&O氏の研究と同じであり， SE法会社より FC法会

社の方が株価下落が大きく その下落が 6カ月聞にわたっているとしてい

る。

(ニ) Lev氏の実証研究

Baruch Lev教授は前述 P&B氏や C&O氏の研究では，それぞれ7

週間， 21週間という長い期間の統計的分析であったことから，長期間であれ

ばあるほど，会計基準変更の試案発表の株価への影響分析をするには各種

の情報が証券市場に織り込まれていくため，不適切で、あるとし、う。そこで，

Lev氏は1977年7月15日に出版される Draftが，大衆に公けになる 7月18

日を起点として発表日前2日，発表日，及び発表日後3日の計7日聞を発表

期間と定め，その前の証券取引日 45日と， 後の 26日， 総計78日間の分析

から，特に発表期間の株価影響に焦点、をあてている。 Lev氏は NewYork 

及びArnerican証券取引所上場の FC法会社49社と SE法会社34社を分

析した結果， fFC法会社株価は発表期間後最初の3日間で4.5%下落したの
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に対し， SE法会社株価は約1%下落した」とし寸分析結果を示している。

したがって， Lev氏は次のような勧告をすることになる。

iFASBや SECの最終決定が知られておらず，会計方法の変更が個別企業の財務

諸表に及ぼす正確な影響額が充分査定できていない段階で， FASB試案だけで， FC 

法会社株価下落が生じている点を政策設定者は無視することができない。」

というのである。なぜ、この段階で FC法会社株が下落したかについて，次の

5つを Lev氏は挙げている。すなわち， FC法会社が SE法に変更するこ

とにより，

(1) 借入金担保契約に影響が生ずる。

(2) 配当政策に影響が生じる。

(3) 将来の探査活動に影響が生じる。

(4) 純利益に比例した経営者報酬制度であると，企業活動に影響が生じ

る。

(5) 投資家が企業資産の減少に反応を示すことがあるからであるとして

いる。

なお， Lev氏は TheWall Street J ournal誌から証券市場に影響を及ぼす

と思われる各種のデータを一覧表に示しておす， FASB試案だけの株価影響

調査を純粋に引き出すことが出来ないとしている。そこで FASB試案公表

の直前，直後の分析の方が相対的に精度が高いとして分析していたことを付

言しておきたし、。

(ホ Deakin氏の実証研究

SFAS No. 19の出版後の実証研究には E辻wardB. Deakin III助教授の

7項目にわたる統計的分析がある。 7項目とは次の通りである。

A. 試掘井の平均深度

B. 試掘井数対収益比率

C. 負債対収益比率

D. 探査・開発支出対収益比率

E. 収益額
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F. 会社年齢

G. 開発井対総掘削井比率

これら7項目について， 28社の FC法会社と 25社の FC法会社の相対的

評価を行ったが， A， B， E及び G については統計上有意な差を見い出せな

かったとしている。残り C，D及び Fについては有意差が生じたとしてい

る。すなわち，

「モデルを展開してみて， FC法会社とSE法会社とでは負債対収益比率 (C項目…

・・筆者〉及び探査・開発支出対収益比率 (D項目……筆者〉の差により特徴づけられ

る。 FC法会社は SE法会社より一般に若い (F項目……筆者7といえる。・…..FC

法グループの平均年齢は16.6歳である。」

こうした分析を通じて次の結論を得ている。

「各グループの各変数の平均値算定を通じて， FC法会社は SE法グノレープよりも

探査により積極的で，小規模，若年，かつ借入依存度が高く，収益1ドソレ当り資本的

支出をより多く投じているといえる。」

Deakin氏の結論は SFASNo. 19に関して司法省，エネルギー省， FTC 

及びSECが競争制限の可能性の調査に乗り出している最中であることから，

この種の実証研究が役に立つとしているo Deakin氏は要約すると， FC法

会社に SE法統一化に対して競争制限になりうることを証拠づけたといえよ

う。

(へ) FASB代表者と FC法会社との会合

FASB試案が1977年7月15日に出版されて，それが最終基準となる同年

12月5日までの期聞は， FC法会社や FC法支持者からの猛烈な反対運動

が展開されるに至っている。そのピーグが上院における Haskell法案の通過

(10月6日〉と同法案の conferencecommittee での否決の前後であった。

Haskell法案上院通過の 1週間前の 9月28日には FASB代表者たちが

FASB試案反対者=FC法会社たちと意見交換の会合を強いられるほどであ

った。会合出席者は FASB側から 3人， FC法会社側lから 11人 (9社の石油

会社と 1社の証券会社代表者〉によってもたれ， FASB側の代表者は翌年FASB

会長におさまる DonaldJ. Kirk氏， FC法会社側は lnterationalPaper社
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会長の J.Stanford Smith氏であった。

会社側の主張は要約すると，探査活動に積極的であったが， SE法を強要

されると純利益削減→株式・社債の証券価格下落→新規資金調達困難→探査

活動削減→国家エネルギ一政策に逆行するという図式があてはまり，このこ

とは同時に，競争制限や参入障壁につながるとしている。各社が過去の探査

支出の実数を示して， SE法強要がどのような結果になるかを見積っている。

たとえば， International Paper社の Smith会長によると，

「昨日 (1977年9月27日〕の TheNew York Times誌は米国の貿易収支赤字が増

大していることを報じている。本日付の同誌は貿易収支赤字増大の大部分は外国高価

格原油の輸入によるものであるとBlumenthal長官の談話を報じている。米国貿易収

支赤字増大の発表により，各人が動揺して昨日の株式市場を急落せしめた。 FASBの

提案した会計/レール [SE法強要…筆者〕はこの状況を一層悪化するだけであろう。

特に， FASB試案が採択されれば，次のような望ましからぬ結果を生み出すだろう。」

Smith氏の発言を詳述するつもりではなし、。ここでは Smith氏の会社が SE

法に変更させられたときの業績の推移について見ることにしよう。

11975年2月にInternationalPaper (IP)社はGeneralCrude Oi1社を4億8，900

万ド、ルで、買収した。買収後， IP社は800万エーカーの土地で炭化水素埋蔵量が探索

されたので，探査活動レベルは倍増した(地質学者は800万のうち 300万エーカーが炭化水素

資源を有していると報告している〕。

SE法では，投資家の成功感覚が実際の業績とは全く反対になるだろう。もし我々

が探査削減プログラムで、埋蔵量を掘っていけば，一見非常によい純利益を示すことが

できるが， 10年後の確認埋蔵量は44%下落するであろう。 SE法のもとで探査プログ

ラムを拡大すれば，事実上， 4年間純利益が生ぜず，その次の10年間でもわずかしか

純利益を生まない。しかし，埋蔵量を 47%増加させ，発見埋蔵量価値は探査・開発費

を大幅に超過しているはずである。」

これに類した説明を会社側の会合出席者はすべて行っている。これに対し

て， FASB側代表者である Kirk氏は下院の Mossレポート，上院の Me-

tcalf レポートが「さまざまの会計方法の中から拾い上げ， 選択する会社側

の自由が大きすぎると感じている点に批判的である」として，連邦議会で法

律化された EPCAは連邦議会のこうした会計統一化要求を満たすべきであ

るとしている。この際， FC法でなく， SE法に統一化しようというのであ
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る。会合の模様は全く平行線のまま，両者妥協することなく終っている。

(ト) SECによる競争経済影響論の査定と RRA法の提案

SECはまず，前述P&B氏， Eskew氏， Dyckman & Smith氏， C&O

氏，及び Collins& Dent氏，及び Lev氏といった SE法強要による FC

法会社の株価影響調査の実証調査について， FASBやAPB試案以外から株

価に影響する要因が多いため， 1"この種の実証研究には限られた有用性しか

ない」としている。 SECは1978年8月31日に ASRNo. 253を公けにす

るが，ここでは従来の路線と違って， FC法も SE法も継続適用可としてい

る。その理由は後述するように SE法も FC法も原油・ガス生産会社の中心

的資産である埋蔵量を測定・表示していないからである。埋蔵量に関するデ

ータを開示しさえすれば， SEC によると， 1"会計方法の変更が会社の経済実

体そのものに影響を及ぼさないので，歴史的原価による財務諸表よりも，キ

ャッシュフローや原油・ガス埋蔵量による会社の経済実体の説明の取扱いに

財務諸表作成者及びその利用者が馴れてくるにつれて」会計方法の変更によ

る株価への影響は小さくなるだろろうとしている。 APB試案， FASB試案

及び SFASNo.19が強要している SE法への変更規定は当然、，各種の事

務費用がかかるほか，財務諸表利用者でも一時的混乱が生ずるのは必至であ

る。そのことから， SECはI"SE法が財政状態及び経営成績について非常に

有益である情報を与えているといえないという結論が得られたことにより，

こうした費用を会社に課したり， FC法会社の資本募集に若干，困難を伴な

う可能性を課すことは不当であろう」として， SE法強要に反対してい2。
SECとしては各種の実証研究の結論を参考にしたというより， FC法会社に

よる猛烈な反対運動に耳を傾けて， SE法強要が， 1"資本募集に若干，困難を

伴なう」と結論づけたといえよう。

次に，株式以外の資本調達としての社債及び借入金調達の影響についての

SECの調査を見ることにしよう。社債による調達に大きな影響があるとす

るのは， 1"金銭債務協議における不作為約款の基礎としての財務諸表の利用

や信用力調査の際，金融機関や格付け機関による財務諸表の利用」があるた
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めである。しかし， 11977年度財務諸表ではたとえ， SE 法に強要されても

金銭債務協定にふれる会社は殆んどなかった」としている。したがって，株

式と違って， 社債や借入については， 1金融機関や格付け機関の借入能力分

析の精撤さが不当と思われる悪影響を消散させるであろう。 SECは SE法

への変更が他人資本への接近に及ぼす影響はあるとしても，重大でないと結

論づけているとしてい宮。」

最後に， SE法強要によって探査削減→国家エネルギ一政策に逆行という

主張に対しでも SECの論駁の理由をあげよう。 SE法強要による探査削減

よりも， 1その他の経済的諸条件，たとえば， 政府の価格政策， その他の行

政政策，原油・ガス探査費の上昇，一般的インフレ」といったものの方が影

響が大であり， 1ある企業が探査努力を削減しても， 独立系石油会社を含め

たその他の企業は経済的に利益のある探査活動に乗り出すであろう」から，

「経営者の意思決定は財務報告要因よりも経済的諸要因に大きな基礎を置い

ている」。かくして， ISECは SE法強要の経済的影響は短期で，批判者が

いっているものより深刻でないという最終結論に達した」としている。

結局， SECは SE法強要による株式，社債及び借入金の資金調達及び探

査に及ぼす影響について，それが短期的かつ若干の影響があることを否定で

きないでいる。しかも，次に述べるように， SECは SE法も FC法も共に

原油・ガス生産会社の中心的資産である埋蔵量に関するデータを測定・表示

しようとしていないと批判する。この段階で両者のうちのあるものを選好す

るとなると，その上，会計方法変更に伴なう事務費用の増大と財務諸表利用

者の混乱が予想されるため， SECは両者の継続使用を認めながら， 当分の

間，補足的情報として次に見る RRA法による情報を開示していこうとする

のである。

1) Securities Exchange Act of 1934， Sec. 23 (a) (2) (United States Code， Titl巴

15， 1976 Edition， Vol. 3， USGPO， p.952). 

2) Securities Act Release No. 5961， August 31， 1977 (Federal Securities Law 

Retorts， 1977， p. 88470， and FASB Public Record， 1978-Vol. 1， p. 1562). 

3) Securities Act Release No. 5877， October 26， 1977 (Federal Securities Law 
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Rejうorts，1977， p. 88633， and FASB Public Record， 1978-Vol. 1， p..1577). 

4) Securities Act Release No. 5892， December 22， 1977 (Federal Register， 

January 4， 1978， p. 1609 and FASB Public Record， 1978-Vol. 1， p. 1609). 

5) Securities Act Release No. 5966， August 31， 1978 (Accounting Series Release 

No. 253) (Federal Register， September 12， 1978， pp. 40688-40719). 

6) SF AS No. 19 -Financial Accounting and Reporting by Oil and Gas Pro圃

ducing Companies， December 5， 1977， para. 111 (F ASB， Financial Accounting 

Standards， Original Pronouncel但ents，as 01 July， 1979， Commerce Clearing 

House， Inc.， 1979， 1979， p. 1030). 

7) Federal Register， September 12， 1978， p. 40696 

8) Ibid.， p. 40696. 

9) Ibid.， p. 40696. 

10) SFAS No. 19， para. 114 (FASB， op. cit.， p. 1030). ー

11) SFAS No. 19. para. 19 (FASB， o.ρ. cit.， p. 1003). 

12) SFAS No. 19， para. 22 (FASB， op. cit.， p. 1004). 

13) SF AS No. 19， para. 35 (F ASB， op. cit.， p. 1007). 

14) SFAS No. 19， para. 33 (FASB， ojう.cit.， p. 1006). 

15) SF AS .No. 19， para. 35 (F ASB， op. cit.， p. 1007). 

16) SF AS No. 19， para. 104 (F ASB， op. cit.， p. 1029). 

17) Ad Hoc Committee on Full Cost Accounting，“Response of the Ad Hoc 

Committee on Full Cost Accounting to F ASB Discussion Memorandum 

Dated December 23， 1976，" FASB Public Record， 1977-Vol. 7， p. 850. 

18) Federal Register， September 12， 1978， p. 40696 and 40701， C. Richard Baker， 

“A Discussion of Drawbaks to Full-Cost in Petroleum Industry Accounting， 

Research Paper No. 113，" David Norr (partner， First Manhattan Coふ“Suc-

cessful E任ortsvs. Full Cost Accounting" and W. E. Chellgren (controller， 

Ashland Oil， Inc.)，“Response to FASB DM，" FASB Public Record，1977-Vol. 

7， p. 39， 85， and 894. 

19) Federal Register， September 12， 1978， p. 40701. 

20) Ibid.， p. 40696. 

21) SF AS No. 2 -Accounting for Research and Development Costs， October 

1974， para. 12 (FASB， op. cit.， p. 710). 

22) SFAS No. 2， para. 3 (FASB， op. cit.， p. 708). 

23) Federal Register， September 12， 1978， p. 40696. 

24) Ibid.， p. 40696. 

25) U. S. Congress， House of Representatives， Federal Regulation and Regu-
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latory Reform -Report by the Subcommittee on Oversight and Investigation 

of the Interstate and Foreign Commerce， USGPO， 1976， p. 51-52. 

26). U. S. Congress， Senate， The Accounting Establishment - A Staff Study 

Prepared by the Subco押1mitteeon Reρorts， Accounting， and Management 

of the Committee on Government Operations， USGPO， 1977， p. 20. 

27) John S. Chalsty，“Storm Br巴wingOver Oil Accounts，" The Wall Street 

Journal， January 22， 1978， p. 18. 

28) Federal Register， S巴ptember12， 1978， p. 40697. 

29) Ibid.， p. 40701. 

30) Ad Hoc Committee on Full Cost Accounting， op. cit.， p. 819. 

31) Federal Register， September 12， 1978， p. 40701. 

32) Parker C. Peterman (vice president and comptroller， Public Service Electlic 

and Gas Company)，“Response to F ASB Discussion Memorandum，" Eugene 

A. Tracy (vice president and controller， Peaples Gas Company)，“File Refer-

ence 1015，" Roger W. Rasmusen (financial vice-president and chief financial 

o伍cer，DEKALB AgResearch， Inc.)“Response to F ASB DiscussionMemo-

randum，" FASB Public Record， 1977-Vo1. 7， p. 170， 439， and 2211. 

33) Chalsty，“Comments on FASB Discussion Memorandum，" FASB Public 

Record， 1977-V 01. 7， pp. 1386-1392. 

34) Ibid.， p. 1387. 

35) SE法の利益操作の危険についてはこのほか次を参照のこと。 P.H. Gutknecht 

(vice president and treasurer， Total Petroleum (North America) Ltdふ

“Comments on Oil and Gas F ASB Discussion Memorandum C心ncerning

Accounting in the Extractive Industries，" A. R. Leach (assistant controller， 

Occidental Petroleum Corporation)，“Response to F ASB Discussion Memo-

randum，" James C. Cotting (vice president and controller， International 

Paper Company)，“Response to F ASB Discussion Memorandum，" and Thomas 

D. Traylor (treasurer & controller， Dixel Resources Incorporated)，“Comments 

on FASB Discussion Memorandum，" FASB Public Record， 1977-Vo1. 7， pp. 

176-179， 249， 1022-28， 1293 and “Summary of Private Meeting with Certain 

Oil and Gas Producing Company 0伍cialsand FASB Representatives， Sep-

tember 28， 1977，" FASB Public Record， 1978-Vo1. 1， pp. 40-57. 

36) C. W. Dodgen， Jr. (executive vice president， Texas Pacific Oil Company， 

Incふ“AnAnalysis of Issues Related to FASB Discussion Memorandum，" 

FASB Public Record， 1977-Vo1. 7， p. 317. 

37) Securites Act Release No. 5695 (Accounting Series Release No. 190， Ac-
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counting SeriesReleases and Sta.ff Accounting Bulleting Bulletins， as 01 

July 6， 1978， Commerce Clearing House， lnc.， 1978， pp. 3424-3430). 

38) Reglation S-X 3-17-“Exemption" (Code 01 Federal Regulations， as 01 Atril 

1， 1980， Title 17， USGPO， p. 375.) 

39) Ad Hoc Committee on Full Cost Accounting， op. cit.， p. 823. 

40) John H. Myers，“Comments on Relevance of “Full Cost vs. Successful E丘orts

in Petroleum Accounting: An Empirical Approach" in Light of Recent 

FASB Publications，" FASB Public Record， 1977-Vol. 7， p. 837. 

41) Congressional Record， October 6， 1977， p. S 16509. 

42) Ibid.， p. S 16511. 

43) Ibid.， p. S 16511. 

44) FASB，“Position of the Financial Accounting Standards Board on Accounting 

by Oil and Gas Producing Companies， October 18， 1977，" and “Section 141 

of H. R. 4018， the Haskell Amendment， November 15， 1977，" FASB Public 

Record， 1978-Vol. 1， pp. 63-67. 

45) H. M. Williams (Chairman， SEC)，“Letter to John E. Moss， Chairman of 

the Subcommittee on Oversight and lnvestigations of the Committee on 

lnterstate and Foreign Commerce， House of Representativ巴s，November 2， 

1977，" FASB Public Record， 1978-Vol. 1， pp. 73-76. 

46) John E. Moss，“Letter to Harley O. Staggers， October .25， 1977，" FASB 

Public Record， 1978-Vol 1， pp. 68-69. 

47) Elmer B. Staats (Comptroller General of the United States，“Letter to Henry 

M. Jackson， November 7， 1977， FASB Public Record， 1978-Vol. 1， pp.70-72. 

48) J. S. Chalsty，“The Stom Brewing … p. 18. 

49) Baruch Lev，“The lmpact of Accounting Regulation on the Stock Market: 

The Case of Oil and Gas Companies，" The Accounting Review， July 1979， 

p.487. 

50) Ibid.， p. 486. 

51) Ibid.， p. 486. 

52)注 1)参照。

53) J. S. Chalsはtyあ，

54) Ibid.， p. 1379. 

55) Ibid.， p. 1379. 

56) Ad Hoc Comniittee on Full Cost Accounting， ot. cit.， p. 824. 

57) Chalsty，“Comments on …，" pp. 1379-1380. 

58) D. H. Patz and J. R. Boatsman，“Accounting Principles Formulation in an 
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E伍cientMarket Environment，" Journal 01 Accounting Research， Autumn 

1972， pp. 392-403. 

59) Ibid.， pp. 402-403. 

60) D. W. Collins and M. C. O'Connor，“Accounting Principle Formulation and 

Investor Reacti<in，" FASB Public Record， 1977-Vol. 7 pp. 202-204. 

61)二注22)参照。

62) Collins and O'Connor， ot. cit.， pp. 198-216. 

63) Ibid.， p. 207. 

64) D. W. Collins and W. T. Dent，“The Proposed Elimination of Full Cost 

Accounting in the Extractive Industry: An Empirical Assessment of the 

Market Consequences，" Journal of Accounting and Economics， Spring 1979. 

65) Lev， ot. cit.， pp. 487， 493. 

66) Ibid.， p. 500. 

67) Ibid.， pp. 599-501. 

68) Ibid.， p. 502. 

69) Edward B. Deakin IU，“An Analysis of Differences beween Non-major Oil 

Firms Using Successful E妊ortsand Full Cost Methods，" The Accounting 

Review， October 1979， pp. 722-734. 

70) Ibid.， pp. 730-731. 

71) Ibid.， p. 729. 

72) Ibid.， p. 733. 

73)“Summary of Private Meeting …，" pp. 40-57. 

74) Ibid.， p. 41. 

75) Ibid.， p. 42. 

76) Ibid.， p. 45. 

77) Federal Register， September 12， 1978， p. 40701. 

78) Ibid.， p. 40700. 

79) Ibid.， p. 40701. 

80) Ibid.， p. 40700 

81) Ibid.， p. 40700. 

四 SECの RRA法

RRA法とは ReserveRecognition Accounting (埋蔵量認識会計法〉の略語

であり， 1978年8月31日付の SECの ASRNo. 253で始めて使われた用

語である。 ASRNo. 253によると， RRA法であると次の 3点がより明瞭



134 (410) 経済学研究第31巻第2号

になるとしている。

iSECは次を反映する会計方法の展開及び実施を通じてのみ，原油・ガス生産会社

の主たる財務諸表における資産及び利益測定の大きな改善が達成されることができる

と結論した。

(1) 原油・ガス確認埋蔵量の貸借対照表への資産としての反映。

(2) 確認埋蔵量の追加及び評価額の変化の損益計算書への反映。

(3) 当期間中の原油・カPス確認埋蔵量追加に要した探査・開発に関するすべての

原価と当期間中に生産不能となったものに関するすべての原価の損益計算書へ

の反映。」

上述の表現は主たる財務諸表の中に RRA法を組み込もうとするのである

が， SECにしてみてもrRRA法展開の実行可能性は原油・ガス確認埋蔵量

の見積りに固有の不正確性及び埋蔵量評価基準設定の必要性を伴ない，それ

らで認められうる信頼度を勝ち取るには当面のところ保証されていない。」

とし寸判断であるため， RRA法の開示法に関す最終ルールを定めた1979年

9月24日付の ASRNo. 269では， 1"この通達で公表されたルールは1979年

12月25日以降の会計年度の財務諸表から適用される。 このルールによって

要求された情報は 1980年12月26日以前に終る会計年度では脚注もしくは

附属明細書 (noteor separate schedu¥e)に『無監査』として開示することが

許される。」としている。さしあたり RRA法は補足的情報として実験を重

ねたのち，主たる財務諸表に組み込もうとしているのである。

1980年4月時点の SECの「原油・ガス生産活動の財務会計及び財務報告」

に関する規定は RegulationS-Xの 3-18である。その内， 3-18 (k)が開示

規定である。 3-18(k)には整理すると次に示すように8項目の開示規定があ

り，前半4項目が主たる財務諸表，後半が RRA法による補足的情報に関す

る開示規定である。

3-18 (k) (1) 会計方法の開示

3-18 (k) (2) 資産化された原価の開示

3-18 (k) (3) 原油・ガス生産活動で発生した原価の開示

3-18 (k) (4) 原油・ガス生産による売上高

3-18 (k) (5) 原油・ガス確認埋蔵量見積量の開示
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3-18 (k) (6) 原油・ガス確認埋蔵量見積生産高による将来純収益の開示

3-18 (k) (7) 原油・ガス生産活動要約表

3-18 (同 (8) 見積将来純収益現在価値変更要約表

このうち， RRA法による補足的情報規定に立脚して，現実にどのように

展開されているかを，具体例を示しながら説明することにしよう。

1. 3-18 (k) (5) 原油・ガス確認埋蔵見積量の開示

SECへの提出書式標準指令 (StandardInstruction for Filing Forms Under 

Securities Act of 1933 and Securities Exchange Act of 1934)に関する規定は，

SECの RegulationS-Kと定められている。 ASRNo. 253と同時に発表さ

れた No.33-5967では RegulationS-X 3-18 (k) (5)に関する開示標準指令

案 RegulationS-K 20司1tem 2 (a) (3)が提案されていZ。これによると，次
の第4表に示すような「原油・ガス確認埋蔵見積量の開示」となっている。

第4表は当年度の埋蔵量の見積情報のみであるが， No.33-5967によると，

「改正試案は……最近5年間の各年度の確認埋蔵量の開示……を要求する」

とされている。確認埋蔵量の見積は独立のコンサルタントによって行われた

場合は，その責任者名を付した書類を SECに提出させようとしている。

第4表では開発済みを開発井と未開発井とに分類しようとしたのである

が， 1980年4月現在の SECの RegulationS-X (k) (5)ではその区分の必要

を説いていなし、。その他では第4表より非常に細かし、規定となっている。こ

の規定に促して作成されたものとして， 1979年度末の Exxon社の原油・天

然ガス液確認埋蔵見積量の開示を見ることにしよう(第5表〉。

第4表 原油・ガス確認、埋蔵見積量の開示 (xx年×月 x日現在〕

関 発 未開発 ぷに斗f 言十

原 油， ノミーレノL xxx xxx xxx x x x 

ガ ス， 1000立方フィ xxx xxx xxx xxx 

10%割引1)の現在価値昆積額 事xxxx 事xxxx 事xxxx $ x x x x 

注1) 最大採掘可能年数xx年。
出所 SEC，Release No. 33-5867 -Disclosure of Oil and Gas Reserves and 
Operations， Proposed Rulemaking， August 31， 1978， reprinted in Feder. 
al Register， Vol. 43， No. 177， Septemler 12， 1978， p. 40722. 



第2号第 31巻経済学研究136 (412) 

Exxon社の原油・天然ガス液確認埋蔵見積量の開示 (3-18(k) (5))封

(1979年 12月31日現在)(単位100万パーレル 3-18 (k) (5) (vi))後

第5表
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1978年度期首埋蔵量

原油・天然ガス波確認埋蔵量の変更
(3-1め(k)(めoji*'<IIIi発及び葉蘭発〉
ω過年度見積額の改訂
。車回収技術改善

(。鉱区権購入

ω拡張，発見及びその他の追加
⑩生産

。~)鉱区梅販売

1978年度期末埋蔵量
ω過年度見積額の改訂
但) 回収技術改善

(0)鉱区梅購入

ω 拡張，発見及びその他の追加
@生産

(F) 鉱区権販売

1979年度期末埋蔵量
純確認開発埋蔵盆

1978年度期首
1978年度期末
1979年度期末
外国政府との長期供給契約量
(3-18 (防(5)(iii))'j普

1978年度期末確認埋蔵量
1978年度の被供給量
1979年度期末確認埋蔵量
1979年度の被供給量
持分法適用会社の確認埋蔵量持分量
(3-W (k)(5) (iv))')* 
1978年度期末
1979年度期末

25 
26 

58 

41 
83 
67 

注 1)Exxon社は Armco社の 28.33%の株式を 1979年末に所有している。 Saudi

Arabia政府によりこれらの情報の開示を認められなかったため， Armco社

のデータが含まれてない。

2) 1978年度データでは開発済みと分類された確認埋蔵量2億 9，100万パーレル

は 1979年度の情報では未開発と何分類されてし、る (3-18(k) (5) (v)) 

恭 3-18 (k) (5) (i ~vi) は SEC の Regulation S-Xの規則番号である。

I:!:¥)fr: Exxon Corporation， 1979 Financial and Statistical Suttlement to 
the Annual Retort， p. 32 and 37に若干補足説明を加えた。
Exxon Corporation， 1979 Annual Re.ρort p. 41 and 40， 

第 5表は RegulationS-X 3-18 (k) (5)の各規定を形式上，適切に準拠した

ものとなっている。各規定を整理してみると次のようになっている。
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3-18 (k) (5) (i)……純確認埋蔵量の変更の要因を A~F(第 5 表参照〕までの

6要因に区分表示すること。

3-18 (k) (5) (ii)……国別もしくは地域国別に区分表示すること。

3-18 (k) (5) (iii)..・H ・外国政府等との長期(被)供給契約等を別枠扱いにして

表示すること。

3-18 (k) (5) (iv)……小会社の確認埋蔵量を合算すること， しかし，持分法適

用会社の確認埋蔵量は別枠にして表示すること。

3-18 (k) (5) (v)……確認埋蔵量に影響を及ぼす重大な経済的条件等の説明表

示を行うこと。

3-18 (k) (5) (vi)……測定単位は原油埋蔵量で、はノミーレル， ガスでは立法フィ

ートにすること。

形式上， Exxon社の事業報告書はこれらをすべて準拠した報告書を作成し

ている。なお，同社は天然ガスについても第5表と全く同形式で報告してい

ることを付言しておく。

2. 3-18 (k) (6) 原油・ガス確認埋蔵量見積生産高による将来純収益の

開示

前述 (1)の確認埋蔵見積量と L、う数量表示に対して，その純収益総計と現

在価値割引額を示すのが本項 (2)の主題であり，この説明は Exxon社の小

会社 ImperialOil社の 1979年度 SEC向け年次報告書 Form10-Kに沿

って行うことにしよう〈第6表〕。

Imperial Oil社 (1979年度末総資産46.55億ドノレ〉は Exxon社が69.6%の株

式保有している同社の子会社であり，カナ夕、における石油事業を専ら担当し

ている会社である。第6表に相当する報告書は Exxon社の株主向事業報告

書にも， Financial & Statistical Supplementにも開示されていなし、。しか

し，SEC向け事業報告書 Form10-Kには第6表に相当するものを開示しな

ければならないようになっている。そこで， Imperial Oil社を例にとったの

であるが，同社は事業活動が限定されていたため， Regulation S-Xの 3-18

(k) (6)の各規定の全部に従わなくてもよくなっている。それを知るためか18
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Imperial Oil社の原油・ガス確認開発済埋蔵量見積生産高による将来純収益の開示
(3-(18) (k) (6)ザ (1979年 12月31日現在)(単位 カナダドル100万ドル)

第6表

3-18 (k) (6) (i)持

その後の
年度合計

棟

割

品

m
g
浦

言十

事729

(132) 

(191) 

406 

(268) 

事138

総

事9，613
(1，726) 

(1，061) 

6，826 

」邑旦~
$ 3，011 

事7，442

(1，333) 

(530) 

5，579 

(3，043) 

事2，536

1982 

事631

(115) 

(178) 

338 

(213) 

事125

1981 

滋
ω

H

拙
附

獄
N
申
叩日一

見積将来収益 事811

見積将来生産費 (146) 

見積将来開発費 (162) 

見積将来純収益り 503 

見積将来法人税2) (291) 

将来法人税控除後の見積将来純収益(3-18(k) (6) (i))器事 212

10%割引率での現在価値 (3ー(18)(k) (6) (ii)特

見積将来純収益1)，2)

見積将来法人税2)

1979年 12月31日現在，将来法人税控除後の見積
将来純収益 (3-18(k) (6) (i))持

1978年 12月31日現在，将来法人税18.63億ドル
控除後の見積将来純収益 (3-18(k) (6) (ii)* 

1980 

事1，524

注 1)及び 2)は本文参照のこと。

持 3-18 (k) (6) (i ~ii) は Regulation S-X の規則番号である o

出所・ ImperialOil Limited， Form 10-K to SEC for the Fiscal Year Ended Decemler 31， 1979， p. 24. 
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(k) (6)の各規定を整理しながら，第6表と対照してみよう。

3-18 (k) (6)……国別もしくは地域国別に埋蔵量将来純収益を開示するこ

と。

第6表……カナダ園内のみの事業のため区分表示の必要なし。

3-18 (k) (6) (i)……埋蔵量現在価値を次の 4項目に区分して表示すること。

(A) 確認埋蔵量

(B) 確認開発済埋蔵量

(C) 外国政府等との長期(被〉被供給契約に伴なう確認埋蔵量

(D) 持分法適用会社の確認埋蔵量

(A)~(D) までの埋蔵量を原油とガスを別々に表示し， それらの見積将来収

益を計算し，それから見積将来開発・生産量及び法人税を控除して，見積

将来純収益を計算せよ。計算尺度としてカレントプライス及びカレントコ

ストを用いよ。将来3年聞は各年度ごとの収益を，その後は総額のみでよ

し、。

3-18 (k) (6) (ii)......現在価値への換算は 10%割引率を用いよ。

第6表……ImperialOil社の事業が限定されていたため，上記(c)と (D)の

開示はなかった。第6表は (B)を例示したのであるが，同社は (A)の計

算書も開示している。

第 6表の注1， 注 2は上記規定に準拠して計算されたことを示す注記が

なされているので引用することにしよう。

i(a)年度末見積将来純収益は原油(コンデンセ戸ト及び NGLを含む〕及び天然ガスの

1979年12月31日現在の価格(契約で定められた場合のみ価格変化を考慮〉に， 年度末の原

油・カ、ス確認埋蔵量の見積将来生産量を乗じ，それから現在の経済環境が続くと仮定

した確認埋蔵量の開発・生産に要する見積将来支出をカレントコストで計算したもの

を控除して算定されている。見積将来純収益の現在価値は10%の割引率で見積将来純

収益を割り引し、て算定されている。

(b)見積将来法人税は各年度の見積課税所得に対して， 1979年12月31日現在の法

定税率を乗じて算定されている。課税所得は現在の法人税法で認められた標準会計実

務との差を考慮に入れて調整された見積将来純収益に基づいている。見積将来純収益

及び見積将来法人税の現在価値は 10%の割引率を用いて計算されている。」
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3-18 (k) (6) (iii)...…誤導せしめないため，その他重要な補足的説明を行

え。

第6表……第6表で注意書きを次のように書いているので引用することに

しよう。

「確認埋蔵量の将来純収益の現在価値は原油・ガス鉱区の公平な市場価値もしくは

将来キャッシュフローを必らずしも示しているものでないことを当社は注意してお

く。その評価は試掘弁や推定埋蔵量の価値を含んで、いない。また，その評価は原油・

ガスの将来の価格騰貴や開発・生産費の予測される上昇を含んで、いない。その評価は

Syncrudeプロジェグトからの上質原油抽出に関連した当社の活動を除外している。J

「将来収益の算定に用いる当年度末価格はインプレーション以外の理由により将来

の価格騰貴を認識していない。当年度末のカナダの原油・ガス価格は世界水準よりか

なり低い。国際的水準に漸次価格を近つ守けていくのが政府の政策であった。 1979年

度末のカナダ園内原油価絡は13.75ドノレで、あり，これは Montrealで積み出された

世界価格より 15.94ドルも低かった(“GovernmentRegu1ationーCrudeOi1 Prices"を見よ〕。

1980年1月1日から適用される 1バーレノレ1ドルのカナダ国内価格の上昇は見積将

来収益の中に含めなかった。この価格上昇は表に示された税引前見積将来純収益の現

在価値を約4.5億ドル引き上げることになるだろう。」

3. 3-18 (k) (7) 原油・ガス生産活動要約表及び 3-18(k) (8)見積将来

純収益現在価値変更要約表の結合要約表

3-18 (k) (7)と (8)の結合要約表は ASRNo. 269 (1979年9月24日発表〉

に示された雛型と，ほぼ同一形式で報告しているのが， Imperial Oil社の計

算書である。これは第7表の通りである。

この場合も， SECの RegulationS-Xの 3-18(k) (7)及 (8)びの各規定

が第7表にどのように反映されているかを見ることにしよう)。

3-:-18 (k) (7)……見積将来純収益現在価値の追加及び改訂額とそれに要した原

価とを対比して示せ。追加と改訂と割引額の改訂額は別個に表示せよ(第

7表の A と B)。

3-18 (k) (7) (i)……追加額はカレントプライスで計算せよ。割引率は 10%で

現在価値を計算せよ。追加額に対応する過去，当期及び将来の開発・生産

費を計算せよ。

第7表……第7表の (G)W購入，探査，開発及び生産費』は当期に要した費
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Imperial Oil社の原油・ガス生産活動要約表及び見積
将来純収益現在価値変更要約表の結合要約表

(1979年 12月31日現在)(3-18 (k)(7~8))特長

第7表

(単位カナダドノレ 100万ドル)

3-18 (k) (7戸
キャッシ.:1.7) 一時繰め
フロー 延原価

3-18 (k) (7)特
原油・ガス生10)
産活動業績

事 95

3-18 (k) (8)器

確認埋蔵量的
純現在価値

事 95

(886) 

476 

369 

54 

(357) 

(25) 

(328) 

31 

事(297)

(886) 

476 

369 

54 

(25) 

171 

(637) 

(437) 

(437) 

3，829 

$ 3，392 

97 

97 

153 

$ 250 

97 

事、事 (454)

(171) 

637 

12 
(113) 

事(101)

A.見積確認埋蔵量追加総額 (3-18(k) (7) (i)後

B.過年度見積の改訂額 (3-18(k) (7) (江戸

C.埋蔵量の変更2)

D.価格の変動的
E.割引額の改訂4)

F.小音l'
G.購入，探11:，開発及び生産費(3-18(k) (7) (i))長

H.見積将来開発・生産費の現在価値(3-18)(k) (7) (i))1)* 

1.見積将来開発費を引下げる支出 (3-18(k) (7) (i)持

J.原油・ガスの純売上高 (3-18(k))勢

K.小計
L.法人税引当金 (3-18(k) (7) (viii)め特

M.*i¥(変更額 (3-18(k) (7)~)持

N.期首残高 (3-18(k)ザ
O.期末残高 (3-18(k))持

P.主たる財務諸表の中で報告されている原油・
ガス生産活動利益

-¥ill 

H
A肝
H
(
h
p
H
J
J

$ 233 

-注 1)"-'10の〉まで

勢印は RegulationS-Xの規則番号でで、ある。
出所:Imperial Oil Limited， 1979 Form 10-K， p. 2q 
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用であり， (H)~見積将来開発・生産費の現在価値』は将来に要する費用見

積現在価値であり， (1) ~見積将来開発費を引下げる支出』は過年度の開発

費が，巨大開発プロジェクトであったため， 3-18 (k) (7) (v)により一時繰

延べが行われた部分のうち，当期に埋蔵量の査定があったため，一時繰延

べが解除された部分をいう。なお， (H)については，注記があるので引用

しておこう。

rw見積将来開発・生産費の現在価値Jl2，500万ドルは『見積確認埋蔵量追加総額』
に見られる収益に対応して， 1979年度中追加埋蔵量の開発・生産に要する見積将来支

出の現在価値である。」

3-18 (k) (7) (ii)……改訂額は価格変化によるものを別個に表示せよ。鉱区権

売却損益を書け。その他の重要な情報は説明書きせよ。

第7表……第7表では，改訂額が (C)埋蔵量の変更， (D)価格の変動，及び

(E)割引額の改訂の 3つに区分して表示しであり，さらに次のような説明

書きも付されている。すなわち，

rw埋蔵量の変更』は税引前1979年度業績で8.86億ド、ノレ低下しているが，これは将
来開発費の見積変更，将来生産量見積変更，及び、過年度に査定された確認埋蔵量の改

訂の結果による。生産力維持のための将来開発費の改訂は税引前で、約3.3億ドルの低

下となった。生産力低下からくる将来生産量の見積変更額は約1.35ドルの低下とな

った。その他の改訂額は過年度に査定された確認埋蔵量からの純収益見積現在価値の

低下が4.21億ドノレとなるが，これは主として将来の利権料調整と原油 .NGL埋蔵量

引下げ改訂による。」

rw価格の変動』は 1979年度業績で4.76億ドノレ貢献した。 これは1979年7月1日
からの原油1バーレル当り 1ドルの価格上昇と 1979年度中の NGLと天然ガスの価

格上昇を反映している。 1980年1月1日から適用される原油1パーレル当り 1ドノレの

価格上昇の効果は税引前で4.5億ドルになるが，ここには含まれていない。」

rw割引額の変更』は3.69億ドルになるが，これは将来純収益の実現が1年近づい
たための確認埋蔵量の見積現在価値増加額である。」

3-18 (k) (7) (iii)……鉱区権購入原価は原則として，一時繰り延べられるが，

埋蔵量の査定時もしくは減価が生じた時，費用化される。

3-18 (k)(7) (iv)……探査費は原則として，費用化されるが，試掘井原価は埋

蔵量の査定時まで一時繰延べられる。
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3-18 (k) (7) (v)……期間費用は原則として，当期の発見・拡張に伴なったす

べての開発費及び生産不能と当期に査定された開発費である。ただし，海

洋開発プロジェグトのような巨大開発原価は，埋蔵量の査定時まで一時繰

延べられる。

3-18 (k) (7) (vi)... ...鉱区権の現在価値より高い購入はその差額を原則とし

て，資産化L，追加改訂の時に相殺せよ。低い場合の差額は一時繰延べ，

償却期間にわたって償却せよ。

3-18 (k) (7) (vii)...…未確認鉱区売却損益は別個に表示せよ。

3-18 (k) (7) (viii)……法人税引当金は将来課税所得に当年度の税率を乗じた

ものから，税額控除を差引いた期末と期首の差額プラス当期の法人税引当

金との合計である。

第7表……第7表では次のような説明書きが行われている。

「法人税は年度末の確認埋蔵量の生産により生ずる将来課税所得の見積現在価値に

対し， 1979年度末の法定税率を乗じ，それから期首の相当額を控除して算定されて

いる。この額に1.13億ドルの当期法人税引当額が加えられている。3，100万ドルの法

人税税額控除は税引前損失の9.5%である。 この低率は主として損金不算入項目が多

いことによるのであり， RRA法では，これが租税計算上の損失額を引き下げること

になる。」

3-18 (同 (7)(ix)……原油・ガス生産活動以外の部門を混入すべきでない。

但し，一般管理費及び利子の配賦額は別個に表示すれば許される。外国政

府との長期(被〉供給契約や持分法適用会社の持分も表示せよ。 外国政府

の開示不許可やその他の理由により開示をしなければ，説明書きせよ。

第3表……次のような説明書きがなされている。

iSyncrudeプロジェクトによる上質原油抽出に関係する事業活動データは除外さ

れている。」

3-18 (k) (7) (x)……主たる財務諸表の中で報告されている税引前純利益を併

記せよ(第7表 (p))。

3-18 (k) (7) (xi)..・H ・埋蔵量の査定時まで一時繰延べられる鉱区権購入原価，

未完成試掘井原価及び巨大開発原価とその償却引当累計額を開示せよ。
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3-18 (k) (8)……期米の確認堤蔵愛見藤袴来純収益現在価値から期設の同等額

を控除し，次の5項闘は別総表示せよ。 (i)追加，改訂及び鋭計額の改訂

の合計からそれに関連する見穣将来開発・生産費， (ii)鉱区権の購入， (iii) 

プ開ジ品クトで¥

繰認ベが解除された開発費， (iv)原漁・ガス

ったため，一時

昆振替価格，純生産

費， (v) 鉱IR機売上高〈議~7 善後の縦の機 F隊総主主義薬;盤純現在縞{闘が3-18 (k) (8) 

に穏当ずる)ο

第7表……第7茨は結合要約表であったが， 3-18 (k) (8)に相当するのは縦

額『確認機華美最総現議価僚3のところだけである。他の3つの縦撲は 3-18

(k)仰の要約表に関係する部分である。 Imp母rialOil社はそれぞれにつ

いて次のよう ぎをど付しているので出用ずることにしよう。

rll'キャッシュツローは当匁度の探釜の開発及び生産活動に関する~社の資金の流れ

〈機金又びその他の運転襲安本項関〉合意味する。」

月一時綴緩原繍』はま五年度に華客した鉱区機長奪入，試擬弁及び開発E在郷で米ど査定が

法まっていないが，将来，確認壊滅盆の途郊に努与するかもしれないものを・意味す

る。j

問機認療薬草量約現主主{江主値』は綴設及び英語3震の磯喜志涯議長設の税引お現在僚f厳から鈎整

計算したものであるの」

rw政治・ は RRAi去によるさ当年皮の当社の税ヲ|後業綴を示す

ものであるoJ

さらに多両社はこの総合要約表がi諮頼に足る資料でないとして，次のよう

な警告をしているo

f特定年度の RRA法データを伎の企業と比較したれ探査努力の効票持喜平総?と用L、

ないようきち社は主主怒しておくバ

4. RRA法の展親

SECによって規則住され， 1979年 12丹訪日以降の会計年度から適用さ

れた RRA法は Exxon社及び 1m抑rialOil殺の計算審を見ることによっ

て概要が明らかとなったと患う。そもそも確認埋蔵盆の数量査定自体が不正

確(誌を伴い，さらに，将来収益，将来費用安見積り，その現在題鎮で、商事!こ

うというのであるから，全く大変なことである。 ImperialOil社が懇意して
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いるように「公平な現在郷艦もしくは将来キャッシ品アローさと必らデしも示

すものでなしづとか，{tl!企業との比較や，探査効率をこのデータから捻察す

べきでないとしている。 SEC の麓定があるから，無恕やりにやらされたと

いわんばかりである。では， SECは何故，こんなに護雑，かつ，不正確性が

必然的に含まれる武双A 法による補足的計算繋を要求したのであろうか。

SECの ASRNo. 253によるとその最大の議由は次の通りであるという。

f伝統的会計方法 (FC法及び SE法の窓務長…霊祭務〕は財務諸表における資産及び

純利益の毅告の際，原油・ ffス壌放塗のタイムワーな認織をしていないため始めか

ら欠陥がある。この欠総こそが媛史的隊i儲財務務表では原油・ 3ゲス余波殺の資波及び

営業浴室語に関する適切な情報を伝速する能力者ど大きく低下せしめるため，こうした場

合にある余計方法に統ーな強要しても，投資家もしくは政府の行政機関が鐙別会業

の営幾滋動の議議事を増した宇多企業関比較をする能力合大きく潟大き告をるものでない

だろう。すことえ，統一会計方法が強警書されても，この遂撲で公げにされたんー/レ

〔波及A 法の意味、…筆者J~こしたがった補足的デ…タの築中的分析こそが慾味をおす

ることになろう。」

FC法も SE法も埋蔵量に関する る財務諸表の中に入れられ

もしくは， SECにより定められた過去の規定に従っ

て報告しているにすぎなし、。そこで， SEC はこの補足的情報に識する

かつ統一的基準を設けて，取り敢えず公認会計士と監査不要の情報とレて少な

くとも実験合3年間積み霊堂ね，その後，主たる財務諸表のやに編入しようと

しているのである。

SECは FC法及び SE法に対する甥議量情報に撰する批判のほかそれぞ

れの費用収益対応の原則の通用が不充分であると批判している。 まず， FC 

法にやいての批判は次の通りである。

「発:!t民主価と発見壊滅震をとの関係は， !J.主悩と発見が溺切な期間にわたっ恥亡考察され

たときのみ童家味をおナる。しかしながら， FC法はある会社に発生した総長室郷を総発

JiI.:l設で平均化しておち，その平均化の際に綴跨の銅j約を設けていない。すなわち，過

長f.度に発生した原騒がさ当期発見と関係づけられ，過去の発見がさ皆期の支おと関係づけ

られている。原価と緩草案最との間で翁効な喜善係を見つけようとするそF憲章は次のことな

若手えねばならない。一定の適切な期間〈主張らく 5~lO&j'，鉱ぼごとに漆うが〉にわたって探

査支出を累積し適切な方法で発見部隊価と主主笈不能漆綴を配賦し く器提言霊草霊議室長設より遥



146 (422) 経済学研究第31巻第2号

かに主観的な〕究極可採埋蔵量 (ultimaterecoverable reserve) を見積り，一定期間経過

した歴史的原価をカレントコスト基準に調整することである。こうしたことはFC法

もしくは他の財務会計方法でも考察されていない。原価と発見との間の有効な関係を

見い出すのにこうした要因を考察することの必要性は FC法こそが原油・ガス埋蔵量

の総原価に関する有意義な尺度となるとか， FC法こそが損益計算書で原価と埋蔵量

を有意義に結びつけているという主張そのものを論破することになる。」

上記引用文で明らかのように SECの費用収益対応原則の解釈は非常に厳

格なものであることが判明した。この論理では SE法をも簡単に攻撃できる

のである。すなわち， SECによると，

rSE法は一般に生産可能財産に直接関係するか否かにより，原油・ガス探査・開

発に要した特定の原価を資産として計上し，その他を期間費用として計上している。

……原油・ガス探査・開発に発生した原価のこうした区分は過去に発見した原油・ガ

ス埋蔵量の生産販売額に対応するものが当期及び過去の原価の混入物であるところの

損益計算書を生み出すーこうしな混入物は探査に結びついたリスクや当期の営業成

績の有意義な表示を生むものでない。」

このようにFC法も SE法も統一会計基準としては不適格であるというの

が SECの判断であり，両者の継続的使用を許容しながら， RRA法につい

ては詳細かつ統一的規定にしようとしたのである。

RRA法の補足的計算書を展開しようとする論理は ASRNo. 253で確立

され，これと同日付発表 (1978年8月31日〉の No.33-5969で RRA法の開

示方法の提案がなされている。複雑かつ不正確さを伴う RRA法に対して活

発な反対論があったことは当然であろう。 RRA法開示方法の提案に対して

78通のコメントレターを受けとったとされている。これらの多くはRRA法

による補足的計算書から徐々に主たる財務諸表の中に編入させていこうとす

る SECの基本路線に反対するものが多かった。これらの反対論を整理する

と次の通りである。

「確認埋蔵量査定時に資産及び利益を認識することは生産から現金収益までのリス

クを無視する。」

「財務諸表の中で原油・ガス埋蔵量を認識しようとしても，充分な信頼度でもって

測定できない。」

「埋蔵量査定に固有の不確実，主観性及び壊蔵量見積のときのカレントコストとプ
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ライス，主主びに滋議主義からの将来キャッジュプ口ーを計算するのに1M否認引率という

滋一的仮定の使用といったものは，誤毒事もしくは限られた翁用散しか脅しない警警報を

生み出すことになる。」

n震直的一賞金築業石治会社の原泌・ガス生産に RRA法主ど使用し，その他の者葬祭?こ
縫史的療協会計を告を汚することは，多元吉きかっ相矛綴した測定機;念で作成された財務

諸表?となるだろう。まずこ，後長霊祭との比較は発なった測定綴念の結果，阻議会れるで

あろう。J

また， Walendowski及び Diamond氏はrRRA法は将来の数拾年で米障

のよ広ネノレギー需要を満足さ4きょうとする国政の動きに逆行することになろ

うJとか， fRRA法は環論的には一般的な会計学の分野及び特に原油 e ガス

会計の分野で相当の進歩である O しかし，実際の遂行の段になると陸難で，

高価な仕事になるj と皮肉を変じえながら，厳しく批判してい20
SECにしてみれば，従来の SE法統ーという路線な蕗J1:し， FC法と SE

淡の両者共存を認めてしまった以上，実務上は困難でも理論的には正当な

RRA法の族顎を叫ばざるを得。なかったといえよう。現在のところ RRA法

となっているため，公認会計士監査が必要でないが， SECの

最終目標に到達するには今後，幾多の約二余的訴があるであろう。ここの動きを

到して見守っていかねばならないで、あろう。

なお， SECの ASRNo. 253の発表により FASBは基準改正念追られ，

SFAS No.誌を発表して， SE法のほか FC法も継続的能用

準に修正せざるを得なくなったとしている。これは SECが行政課則集であ

る Codeof Federal Regulationsで RRA法の震関をうたい，その見返り

に SE法と FC法の継続的使用さと許容したためであり， FASBとしては不

満が残るものの民間基準より強制力が強いため，それに詫わなければならな

かったとL、う経過による。

。Securiti邸 ActReleas母 No.5966 (Accounting Series 1ゐleaseNo. 253)， Aug坦5t
31， 1978 (Federal Register， September 12， p. 40686橡

2) Ibid.， p. 40688. 

3) Securities Act Release No. 6126 (Acco立ntingSeries Release No. 26合)， Sep剛

tember 24， 1979 (Federal Register， October 3， 1979， p刷 57030).
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4) SECの RRA法の実験期間は Walendowski及び Diamond氏によると 3年間

であろうとしている。 GeorgeWalendowski and Michael A. Diamond，“RRA 

-Will It Work?" Management Accounting， March 1980， p. 23. 

5) Regulation S-X は Codeof Federal Regulationsの Title17， Part 210の略

称である。 Code01 Fedebal Regulations， as 01 April 1， 1980， Title 17， pp 

389-394. 

6) Regulation S-Kは Codeof Federal Regulationsの Titl巴 17，Part 229の略

称である。 Ibid.，pp. 476-496. 

7) Securities Act Release No. 5967， August 31， 1978 (Federal Register， Sep-

tem ber 12， 1978， p. 40722. 

8) Ibid.， p. 40720 and 40722. 

9) Code 01…， pp. 390-392. 

10) Exxon Corporation， 1979 Annual Report， p. 41， and 1979 Financial and 

Statistical Supple押~ent to the Annual Report， p. 33. 

11) Imperial Oil Limited， 1979 Form lO-K， p. 3. 

12) Ibid.， p. 24 and Code 01…， p. 329. 

13) Ibid.， pp. 25-26， and Code 01…， pp. 392-394. 

14) Ibid.， pp. 24-25. 

15) Federal Register， September 12， 1978， p. 40689. 

16) Ibid.， p. 40702. 

17) Ibid.， p. 40699. 

18) Federal Register， October 3， 1979， p. 57030 

19) Walendowski and Diamond， op. Cit.， p. 21. 

20) SF AS No. 25 -Suspension of Certain Accounting Requirements for Oil 

and Gas Producing Companies， February 1979 (F ASB， FinanCial Accounting 

Standards， Original Pronouncements， as 01 July 1979， Commerce Clearing 

House， Inc.， 1979， pp. 1088-1096). 

(追記〉 本稿は札幌アメリカンセンタ}図書館の協力のもとで，貴重な資料が活用でき

た。ここに深く謝意を述べておきたい。
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